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長崎大学の環境科学部横の池で撮影された環境省のレッドデータブックカテゴ

リーでは絶滅危惧�類（VU）に属すベニイトトンボ
撮影者は工学部機械システム工学科４年生、今道統也さんです。大変苦労されて

撮影されました。



表紙のウッドデッキについて
・本学における「キャンパスライフを活性化あるいは充実するための学生自身の企画・
提案」で募集され企画大賞に選定されたもの。なお、詳細は学生自主活動を参照

はじめに

報告する期間

２００９年４月１日～２０１０年３月３１日

報告対象の組織

長崎大学の全組織（事務局、各学部、各研究科、熱帯医学研究所、学内共同教育研究施設等、学部等附属教育
研究施設、附属図書館、大学病院、教育学部附属学校園、厚生補導施設等）

報告対象の分野

教育・研究等の大学活動における環境的側面

公表時期

２０１０年９月（次回：２０１１年９月）

公表方法

長崎大学ホームページ

URL: http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/kankyo_houkokusho/env_report2009.html
冊子

参考としたガイドライン

環境報告ガイドライン ２００７年版（環境省）

URL: http://www.env.go.jp/policy/report/h19-02/index.html

環境報告書の記載事項等の手引き（環境省）

環境報告書の信頼性を高めるための自己評価の手引き【試行版】（環境省）

主な関連公表資料

長崎大学概要（URL: http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/gaiyo/h21/h21gaiyo.html）

長崎大学共同研究交流センター環境安全マネージメント部門（URL: http://www.jrc.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学 環東シナ海海洋環境資源研究センター（URL: http://www-mri.fish.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学国際連携研究戦略本部（URL: http://www.cicorn.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学 計画・評価本部（URL: http://www.hpe.nagasaki-u.ac.jp/data/index.html）

作成部署・連絡先

長崎大学 施設部 施設企画課
住所：〒８５２‐８５２１ 長崎市文教町１‐１４ Tel．０９５‐８１９‐２１３１ Fax．０９５‐８１９‐２１３３
E-mail shisetsu_kikaku@ml.nagasaki-u.ac.jp

この環境報告書に関するご意見や質問等は、上記部署で受け付けております。

また、回答に関しては、HP上で行う予定です。
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２００４年の国立大学法人化から６年目の２０１０年３月を

もって、国立大学法人長崎大学の第一中期が終了しま

した。法人化により、各国立大学は大きな自由度を付

与され、その自由度を梃子にして教育研究の個性化と

高度化を図ることが可能となったのです。一方で、国

立大学法人には国費が投入されるわけですので、自由

度の拡大と引き換えに中期６年で達成すべき目標・計

画の公表と法人評価委員会による達成度評価が義務付

けられることとなりました。

長崎大学も二百数十項目にわたる中期計画を策定し、

その下国立大学法人化の大義の実現に向けてまい進し

ました。概略申し上げますと、まず学長を中心とした

機動的かつ効率的ガバナンスを担保するための仕組み

を構築しました。そして、それを機能させることによ

り、様ざまの大学システムの改革を行い国立大学法人

の経営基盤の確立に努めました。そのことを通して、

目標にかかげた教育研究の高度化、国際化、そして個性

化を、大きく進展させることができたと考えています。

法人評価委員会による２００８年度までの４年間の実績

の暫定評価においては、「業務運営・財務内容等の状

況」の４項目全てにおいて、「中期目標の達成状況が

良好である」の評価をいただきました。先般、６年間

の最終評価のためのヒアリングが終了しましたが、運

営費交付金や人件費の削減などの財政的逆風の中、長

崎大学は全教職員の努力により、ほぼ順調に国立大学

法人第一期中期目標・計画を完遂できたと総括してい

ます。

法人化は大学の社会的責任を従来にまして問うもの

であったと思います。環境問題への対応はその最たる

ものの一つです。社会の持続的発展に不可欠な人間の

経済活動や産業活動は環境に負荷を与え、地球規模の

環境問題の解決は喫緊の課題となっています。大学の

知を糾合して環境問題の解決に寄与することが期待さ

れるとともに、大学の教育・研究・社会貢献および医

療の諸活動それ自体が、環境負荷を増大させる側面も

あります。教育研究活動に必要なエネルギー・物質・

水資源の投入量とCO２・化学物質・廃棄物等の排出

量の最小化に、大学全体で組織的に取り組まなければ

なりません。

このような観点から、長崎大学は第一期中期目標に

おいて「地域社会と一体化した大学となるために、環

境マネジメントシステムを構築する」ことを宣言しま

した。さらに、２００５年３月に、「環境配慮促進法」に

おける特定事業所の指定を受けたため、２００５年度から

の環境報告書の公表が義務づけられました。そして、

具体的行動方針として、環境保全教育研究活動の推進、

環境への負荷の低減、環境マネジメントシステム構築、

および環境報告書の公表の４項目からなる「環境配慮

の基本方針」を定め、第一期中期期間を通して環境マ

ネジメントに努力してきました。

とくに２００９年６月に策定した「地球温暖化対策に関

する実施計画」の中で、長崎大学から排出される温室

効果ガスの排出量を、２００４年度を基準として８％以上

削減する目標をかかげ、低公害車の導入、ノーマイカー

デーの実施、両面コピーによる用紙節約、再生紙の利

用、省エネ機器の導入、昼休みの消灯、空調温度の管

理、節水など積極的に取り組んできました。しかしな

がら、大学病院新病棟建設や研究施設の増設や耐震・

老朽改善による教育・研究拠点の再生事業を進めたこ

とに伴い、結果として絶対量としての２００９年度の総エ

ネルギー使用量は２００４年度比で１１．６％増加せざるを得

ないものとなり、CO２排出量も前年度の２００８年度比で

は△２．２％の減少であったものの、２００４年度比では

８．５％増となりました。一方、水使用量については、

大幅な減少を達成しました。

今後の方針ですが、２００８年度に「省エネ法」が改正

され、２０１０年度からの実効的な対策が求められていま

す。このため、本学の関連規程を全面的に見直し、省

エネ推進責任者を各部局長が直接務めることとし、か

つ、それぞれの学科等単位に省エネ推進員を配慮し、

管理基準の設定や巡視を行うこととしました。このよ

うな取組により、部局毎の責任で省エネをきめ細かく

推進できる体制が構築されるとともに、学生が参加を

うながされ環境教育にも資することが期待されます。

今回の「環境報告書２００９」で公表する本学の環境配

慮への取り組みが、学生・教職員の関心を高め、地域

の方々のご理解とご支援を賜る契機となれば幸いです。

２０１０年９月
国立大学法人長崎大学長

片峰 茂

学長緒言（環境報告書２００９の公表にあたって）

長崎大学長

片峰 茂

学
長
緒
言
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地球環境の保全と人間社会の持続的発展に寄与することは、長崎大学の社会的責務であるという認識に立ち、環

境科学部を擁する総合大学としての特徴を活かした環境保全に関する教育研究活動を推進するとともに、長崎大学

のすべての活動に伴う環境負荷の低減を図ることによって、社会からの要請に応えるため、次の基本方針を定める。

1 あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

2 多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

3 国際的環境研究・教育への協力、環境問題の相互理解と情報の共有を推進する。

4 産学官連携による環境研究を推進し、その研究成果の社会への還元に努める。

5 環境保全等に関する知識・技術を発信し、地域との連携・コミュニケーションを推進する。

1 エネルギー使用量の抑制、廃棄物の削減、資源のリサイクル等を積極的に推進する。

2 環境関連法規、規制と学内規定等を順守する。

3 環境汚染を予防し、キャンパス内の環境の保全・改善を図る。

２００６年３月２３日

長崎大学長

長崎大学環境配慮の方針

１ 環境の保全に関する教育研究活動を推進する。

２ 学内におけるすべての活動に伴う環境への負荷を低減する。

３ 大学運営システムの一部としての環境マネージメントシステムを構築し、
定期的に見直すことによって、継続的改善を図る。

４ 環境配慮の方針及び環境配慮等の状況を、本学ホームページ上に公表する
ことによって、本学構成員に周知し環境配慮の意識向上を促すとともに、
社会への説明責任を徹底する。

長
崎
大
学
環
境
配
慮
の
方
針
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長崎大学が誇る特色
平成２１事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間に係る業務の
実績に関する報告書・全体的な状況より引用

1 長崎大学は教育、研究の両面で世界のトップ

レベルを目指して、戦略的な教育研究企画を

推進し、教育・研究の更なる高度化、個性化

を図る。

2 「学生顧客主義」の標語の下、教養教育、学

部専門教育、大学院教育の充実を図って最高

水準の教育を提供するとともに、入学者選抜、

課外活動、就職などを含む学生生活の全般に

わたって支援体制を一段と強化する。

3 大学で創造する知的財産の適正な管理を行い、

知的財産と人的・物的資源を活用した地域連

携、産学官連携、国際的連携を通して教育・

研究成果の社会への還元を推進する。

4 不断に外部評価も含めた点検・評価を行い、

それを教育・研究の改善実施に直結できる体

制を整備し、かつ、その情報公開に努める。

5 教育研究組織、事務組織の見直しや情報の一

元的な管理体制を構築することにより業務の

高度化、効率化を図る。また、柔軟な管理運

営、人事、財務システムを導入して大学法人

の経営基盤を確立する。

（国立大学法人長崎大学中期目標（２００４年度～２００９年度）前文より）

1 活動概況

� 全体的な状況

本学は、第一期中期目標前文で「国立大学法人への

移行を契機に、更なる教育・研究の高度化と個性化を

図り、アジアを含む地域社会とともに歩みつつ、世界

にとって不可欠な『知の情報発信拠点』であり続ける」

ことを宣言した。この理念の達成に向けた基本目標と

して、世界トップレベルの教育・研究の実現、学生生

活全般にわたる支援体制の強化、社会への貢献を掲げ、

「業務の高度化、効率化と柔軟な管理運営、人事、財

務システムの導入により大学法人の経営基盤を確立す

る」との経営方針のもと中期計画を推進した。平成２１

年度及び第一期中期目標期間の主な成果は以下のとお

りである。

� 学長のリーダーシップ発揮による資源の確保と効

果的配分

� 外部資金等の自己収入の増加

研究の活性化による競争的研究費収入増を図るた

め、学長裁量経費枠にインセンティブ経費を確保し、

科学研究費補助金の申請及び採択実績、学会や社会

からの評価、将来性、準備状況などの観点から選ん

だ優れた研究活動に対して配分した。また、研究担

当理事のもと競争的資金申請への支援体制を構築し、

競争的資金獲得を全学的に推進した。その結果、平

成２１年度の科学研究費補助金、共同研究、受託研究、

その他の外部資金の獲得総額は５，１５１，０８２千円で、

長崎大学は、これまで「長崎に根付く伝

統的文化を継承しつつ、豊かな心を育み、

地球の平和を支える科学を創造することに

よって、社会の調和的発展に貢献する」と

の理念に基づき高度の教育・研究活動を展

開してきた。新世紀初頭の国立大学法人へ

の移行を契機に、更なる教育・研究の高度

化と個性化を図り、アジアを含む地域社会

とともに歩みつつ、世界にとって不可欠な

「知の情報発信拠点」であり続けることを

宣言する。

この理念の達成に向けた基本目標として、

以下の５項目の最重点事項を掲げています。

これらの目標の達成に向けて、長崎大学は次の

ような特色ある取組を展開しています。

長崎大学の理念と基本目標 活
動
概
況
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平成１６年度（３，３６８，６２７千円）と比して１，７８２，４５５千

円（５２．９％）増加した。

� 大学病院収益の増加

病院においては、法人化後、継続して経営基盤の

強化に取り組んできたが、平成２１年度には学部附属

から大学直轄の大学病院に改組し、新しい運営体制

の下、更なる取り組みを行った結果、前年度より約

２０億円、平成１６年度と比較すると約４７億円の増収と

なった。

� 学長裁量経費の充実と効果的配分

自己収入増加と経費節減に基づき学長裁量経費を、

平成１７年度の２１９，１３０千円から平成２１年度には５５８，０００

千円（約１５５％増）へと充実させ、「公募プロジェク

ト経費」「新任教員の教育研究推進経費」「年度計画

対応共通プログラム経費」「重点研究課題推進経

費」等の戦略的・重点的資金配分を制度化した。

� 教職員の柔軟かつ戦略的配置

学長管理の教員ポストを増やし、学内教育研究施

設等への新規教員の措置など機動的、戦略的に教職

員配置を実施した。また、労基法第１４条に基づく有

期労働契約による教職員の雇用制度と有期雇用職員

への年俸制を新たに導入することで、外部資金によ

る柔軟な教職員採用が可能となり、効果的な教育研

究プロジェクト推進体制を構築することができた。

上記の資源の確保と効果的配分による本学の基本

目標の達成状況を、以下の４つの観点で示す。

�．長崎大学の個性を発揮する研究の重点的推進
平成１６年度に、「熱帯病・感染症研究」、「放射線医

療科学」及び「海洋環境生物資源研究」の３つに国際

連携研究を本学の重点研究分野として育成する国際戦

略を策定した。前二者は、２１世紀COEプログラムに

「熱帯病・新興感染症の地球規模制御戦略拠点（平成

１５‐１９年度）」及び「放射線医療科学国際コンソーシ

アム（平成１４‐１８年度）」として、さらにはグローバ

ルCOEプログラムに「熱帯病・新興感染症の地球規

模統合制御戦略」（平成２０‐２４年度）及び「放射線健

康リスク制御国際戦略拠点」（平成１９‐２３年度）とし

て採択され、これまでの蓄積に基づく特色ある国際的

教育研究拠点として大きく発展した。拠点の中核組織

である熱帯医学研究所及び医歯薬学総合研究科附属原

爆後障害研究施設は、WHO研究協力センターに指定

されており、様々の国際的研究・人材育成プロジェク

トにおいて指導的役割を果たした。「環東シナ海海洋

資源研究」も、文部科学省教育研究特別経費や科学技

術振興調整経費等の支援により、環東シナ海沿岸域の

環境と水産資源問題に、本学が中心となって日中韓の

関係研究機関と連携して取組み、成果をあげた。

これら国際連携研究のマネジメントに特化した「国

際連携研究戦略本部」を平成１７年度に創設し、国際連

携研究の企画立案並びに外部資金の受入など業務運

営・経費執行面の手続処理を一元化した。その成果と

して、ケニアとベトナムの２ヶ所に、本学が主宰・運

営する本格的（常駐型）海外感染症研究拠点を、ベラ

ルーシに放射線医療科学研究拠点を設置し、熱帯病・

新興感染症や放射線医療科学領域の国際的共同研究が

大きく進展した。

平成１８年度には、上記の３課題を含む特色ある研究

１０課題（重点研究課題）を選定し、平成１９年度より学

長裁量経費及び間接経費等により、研究支援員の雇用、

国際シンポジウム開催および大型設備の整備・更新等

の重点支援を行うとともに、競争的外部資金獲得に向

けた積極的支援を行った。平成２０年度には外部評価委

員等による中間評価で１０課題に対する支援資金の配分

を見直し、２１年度に最終評価を行なった。

次世代の教育研究を担う若手教員育成を目指し「地

方総合大学における若手人材育成戦略（平成１９年度科

学技術振興調整費採択課題）」によりテニュア・トラッ

ク制度を導入し、年俸制を適用する１２名の助教を国際

公募で採用し、重点研究課題に配置した。平成２１年度

には、各部局が定員内ポストでテニュア・トラックを

採用することができるように、「長崎大学における教

育職員のテニュア・トラック制度に関する規程」を制

定した。

�．大学の特長を活かした教育組織の新設と特色ある
教育プログラムの提供

平成１８年度に医歯薬学総合研究科に、講義を全て英

語で行う熱帯医学専攻（修士課程）を設置した。平成

２０年度に、国際協力の現場で即戦力となるプロフェッ

ショナルな人材の育成を目的とした「国際健康開発研

究科（独立研究科）」を創設した。本研究科は、「熱帯

病・新興感染症研究」の成果を基盤とし、保健分野で

の国際協力活動に必須の資格である「公衆衛生学修士

（MPH）」の修得と国際協力の現場で即戦力となるプ

ロフェッショナルな人材の育成を目的としている。ま

た、教育学部を改組し、教員養成学部に特化するとと

もに、教育学研究科を改組し、教職実践専攻（専門職
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学位課程）および教科実践専攻（修士課程）を設置し

た。

医歯薬学総合研究科生命薬科学専攻（修士課程）設

置計画書を提出し、平成２２年４月の開設に向けた準備

を進めた。学長室WGは、生産科学研究科を工学系

と水産・環境系に分離し、５年一貫制博士課程を設置

することおよび工学部と工学研究科において６年一貫

的な教育を導入することなどを学長に答申し、平成２３

年度４月の改組に向けた準備を開始した。

平成１６年度以降、合計２０課題が特色ある教育プログ

ラム（GP）に採択され、学生に提供された。平成２１

年度にも、「国際連携による熱帯感染症専門医の養成

（大学院GP）」、「在宅医療と福祉に重点化した薬学

と看護学の統合教育とチーム医療総合職養成の拠点形

成（戦略GP）」が採択され実施中である。

�．学生の要望に基づく学習・生活支援体制の充実と
安全・安心な基盤環境整備

学生の就学、生活、就職など幅広い範囲を網羅する

学生生活調査を、全ての学生を対象に平成１８年度と２１

年度に実施した。この調査結果を分析し学生支援方策

立案の基礎資料として利用し、学生の要望に応える教

育学習支援方策の実施につなげた。

安心・安全な教育・研究環境の創生及び耐震性向上

を目的とした総合研究棟（工学部本館、水産学部本館、

教育学部本館、環境科学部本館、経済学部本館）の改

修工事を完成させた。また学生学習環境の支援に必要

な予算を重点的に配分する施設維持管理計画（営繕発

注計画）を策定し、講義室等空調改修、便所改修、課

外活動施設改修などの営繕工事を実施した。平成２１年

度は、既存の総合体育館、課外活動施設、野球場及び

テニスコート等を改修するなど約８６０，０００千円（平成

１６年度比約３６０％増）の営繕工事を実施し、計画的な

維持保全と学生学習環境改善を図った。

�．長崎大学が有する知的資産の積極的発信と社会へ
の還元

附属図書館では、明治彩色写真などの新規収録写真

を追加し、現在の収録総数は６，７７８点となった。「幕末・

明治期日本古写真コレクション」及び国の登録有形文

化財に登録された「日本古写真アルバム ボードイン

コレクション」等を「長崎学デジタルアーカイブス」

として、ホームページ上で統合的に公開している。ま

た、ガラパゴス諸島の写真スライド約１，３００枚を「ガ

ラパゴス諸島画像データベース」として公開した。

長崎大学で生産された学術研究成果を電子的に登

録・保存し、広く世界中に発信するために「長崎大学

学術研究成果リポジトリ（NAOSITE）」を構築した。

リポジトリの登録数は、現在１７，０００件を超え、リポジ

トリの世界的総合ランキングは、国内７位、世界７４位

（２０１０年１月）にランクされた。

日本語、英語、中国語、韓国語版の４カ国語で表示

する大学ホームページ及び広報誌「CHOHO」等を通

じて情報公開を積極的に進めてきた。平成２１年度には

「プレスリリース」欄を設け、本学から報道機関への

提供情報を社会へ迅速に発信している。「CHOHO」

についても順次発行部数を増加させた。平成２１年度は

「CHOHO」第２７号を１４，６００部増刷し、同窓会会員に

も配布した。また、高校生と一般向けの大学紹介ムー

ビーを作成し各種広報活動に活用するとともに、ダイ

ジェスト版（日本語、英語、中国語、韓国語）につい

ては大学ホームページで公開した。

法人化と同時に発足した知的財産本部と長崎 TLO

が連携して知的資産の社会への還元を推進してきた。

平成２１年度には、長崎県教育委員会と「未来の科学者

発掘プロジェクトに関する協定」を締結し、小・中・

高校を対象に「オープンラボ」と「理数教師塾」を実

施した。また、科学技術振興機構の理数系教員（CST）

養成拠点構築事業への採択を受け、長崎県と共同で理

数系教育の振興・充実のためのCST養成プログラム

を開始した。

産学官連携による地域貢献の推進に向けて、平成２１

年度に、長崎県と「国立大学法人長崎大学と長崎県と

の包括連携に関する協定」を、また地元企業であるイ

サハヤ電子株式会社及び協和機電工業株式会社とそれ

ぞれ「産学連携の協力推進に係る協定」を締結した。

� 学長のリーダーシップを保証する組織体制の効果

的運用

� 効果的・機動的な運営組織の整備

戦略企画会議を大学の運営本部的機能を有する

「学長・副学長会議」に再編し、副学長の下に大学

の各種本部業務をライン化した。学内共同教育研究

施設等の長は学長が直接選考することとした。大学

本部の企画立案機能を強化するため「学長室」を学

長の諮問機関として位置づけ、懸案事項について学

外の有識者を含めた学長室WGを設置した。平成

２１年度には、学長室WGの答申を受けて、医学部・
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歯学部附属病院を大学直轄の大学病院へ改組し、新

たに病院担当理事をもって病院長に充てることとし

た。柔軟な病院教員人事制度を導入するとともに、

平成２２年度学内予算編成に当たり病院予算を独立さ

せた。教養教育改革及び生産科学研究科の改組につ

いても、それぞれ学長室WGを設置した。生産科

学研究の改組については具体案を学長に答申し、平

成２３年４月の改組に向けた準備を開始した。

� 経営協議会の活用と監査機能の充実

経営協議会には地域の有識者・自治体の長のほか

に国際機関の長も加え、学外の有識者の視点から大

学経営を審議する体制を整えた。また、国立大学法

人経営の在り方について、意見交換を行う時間を十

分に確保し、学外有識者の意見を法人経営に反映さ

せた。議題については、本学のホームページで公開

した。

内部監査については、学内規程を整備し、学長直

属の監査室を設置し、定期的・臨時的に実施した。

特に科学研究費補助金や不正使用防止の観点による

監査等の実効性のある監査を実施し、結果を学長へ

報告し、適切な措置を講じた。監事監査については、

予防的見地から本学のガバナンス機能に注目して実

施した。会計監査人による会計監査については、法

令等に基づいた財務諸表の監査を法規準拠性、経済

性・効率性、不正及び違法行為等の観点も含め実施

した。監事監査及び会計監査人による会計監査の監

査結果については、学長等へ報告され、運営や会計

処理の検討に活用した。

� 危機管理と環境管理

本学において生じることが想定される危機事象に

対処するための危機管理体制を構築し、「長崎大学

危機管理規則」及び「長崎大学における危機管理体

制に関する要項」を整備した。新型インフルエンザ

や化学薬品の管理等個別に整備された全学的危機管

理マニュアルは、本学ホームページの危機管理マ

ニュアル等サイトに掲載した。

平成１７年度「環境配慮の方針」を制定・公表し、

これを全学的に推進する「環境委員会」を設置した。

「環境報告書」を毎年公表し、環境に関連する教育・

研究活動及び環境負荷の状況、並びに省エネルギー

等への取組に関する情報を社会へ発信している。平

成２１年度は、環境科学部本館をはじめとする施設整

備において省エネ関連設備等を導入し、附属中学校

等に太陽光発電設備（４０kW）を設置する等の環境

対策を行った。

� 男女共同参画の推進

平成２０年度に、男女共同参画の推進を図るため、

新たに男女共同参画担当の副学長を配置し、人事委

員会に男女共同参画推進専門部を設置した。平成２１

年度は、男女共同参画推進に関する職員の意識啓発、

職務と育児の両立、女性研究者の拡大その他の総合

的な支援事業を目的として、男女共同参画推進セン

ターを設置し、専任のコーディネーターを配置する

とともに、坂本地区と文教地区に保育園を設置し、

保育事業の実施体制を整備した。また、長崎大学に

おける男女共同参画の推進について学長メッセージ

を公表し、男女共同参画に関する講演会等を開催し、

啓発に努めた。

� 事務系職員の人事評価の改善

目標管理による新たな人事評価システムを導入・

実施するとともに、インセンティブ付与基準として

「長崎大学事務系職員の人事評価によるインセン

ティブ付与のガイドライン」を整備した。

総括と展望：第一期中期目標期間の最終年度である平

成２１年度の年度計画を十分に達成できたと総括する。

特に、平成２０年度半ばに学長が交代したため、２１年度

は新学長の新しいガバナンス体制の下、本格的に新し

い取り組みが開始されいくつかの成果をあげた。とり

わけ、医学部・歯学部附属病院の大学直轄の大学病院

への改組を梃子とした病院運営の抜本的改革は大きな

経営改善につながった。

平成１６年度～２１年度の第一期中期全体としても、中

期目標及び中期計画をほぼ満足できるレベルで達成で

きたと総括する。ただ暫定評価において改善事項とし

て指摘されたもののいくつかは、当該計画の実現難度

が高いこともあり次期中期計画に持ち越すこととした。

長崎大学は、第一期中期目標期間の成果に基づき、

世界に突出した研究型の総合大学と長崎ブランドの高

度専門職業人の育成を基本目標の柱として第二期中期

目標・中期計画を策定した。この新しい目標・計画の

下、国立大学大学法人としての経営基盤とそれを支え

る組織運営体制のさらなる強化を図り、個性輝く地方

総合大学としての大飛躍を展望したい。
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�上記の数値の詳細は、平成２１年度長崎大学概要をご覧ください。
http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/gaiyo/h21/h21gaiyo.html

役員・職員数

役員 教育職員
その他
の職員 合計

学長 理事 監事 教授 准
教授 講師 助教 助手 教諭 計

１ ６１（１）３１２２５２ ９１３６３ ６ ９３１，１１７１，４１２２，５３７

役員・職員数 平成２１年５月１日

学生数 平成２１年５月１日

大学院（現員数）

修士・博士前期課程 博士・博士後期課程

１年次２年次 計 １年次２年次３年次４年次 計

３６２ ３６５ ７２７ １４６ １４６ １７７ １９８ ６６７

学部（現員数）

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次 ６年次 計

１，６９３ １，７１２ １，７６４ ２，１５６ １４８ １６９ ７，６４２

※監事（１）は、非常勤役員で外数
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機　構　図�

（平成21年7月1日）�

学務情報推進室�
総務課�
企画課�
人事企画課�
人事管理課�
研究企画課�
国際交流課�
財務課�
経理課�
調達課�
教育支援課�
学生支援課�
入試課�
施設企画課�
施設整備課�
施設管理課�
情報企画課�
学術情報管理課�
学術情報サービス課�
�

附属教育実践総合センター�
附属小学校�
附属中学校�
附属特別支援学校�
附属幼稚園�

医学研究科（平成１４年度から募集停止）�

附属練習船鶴洋丸�
附属練習船長崎丸�

附属原爆後障害医療研究施設�
附属薬用植物園�

附属アジア・アフリカ感染症研究施設�
附属熱帯性病原体感染動物実験施設�
附属熱帯医学ミュージアム�

保健・医療推進センター�
先導生命科学研究支援センター�
情報メディア基盤センター�
共同研究交流センター�
生涯学習教育研究センター�
留学生センター�
大学教育機能開発センター�
アドミッションセンター�
環東シナ海海洋環境資源研究センター�
心の教育総合支援センター（時限設置）�
やってみゅーでスク（時限設置）�

計画・評価本部�

国際連携研究戦略本部�

知的財産本部�

監査室�

経営企画課�
総務課�
調達管理課�
医事課�
患者サービス課�

総務課�
学務課�
学術協力課�
歯学系事務室�
薬学系事務室�

総務部�
�
�
�
研究国際部�
�
財務部�
�
�
学生支援部�
�
�
施設部�
�
�
学術情報部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

学 長 選 考 会 議 �

事 務 局 �

教 育 学 部 �

経 済 学 部 �

水 産 学 部 �

生産科学研究科�

国際健康開発研究科�

熱帯医学研究所�

医歯薬学総合研究科�

環境科学部�

病　　　　院�

医学分館�
経済学部分館�

附属図書館�

医 学 部 �

歯 学 部 �

薬 学 部 �

工 学 部 �

教育学研究科�

経済学研究科�

学 長 �

役 員 会 �

理事（6）�

経 営 協 議 会 �

教育研究評議会�

監事（2）�

活
動
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N

長�

崎�

本�

線�

佐世保市�
Sasebo City

佐世保線�
Sasebo Line
早岐�
Haiki

長崎空港�
Nagasaki Airport�

�

時津�Togitsu

長崎市�
Nagasaki City

Nagasaki Peninsula野母�
Nomo

長�
崎�

半�
島�

大村市�

嬉野�
Ureshino

Omura Line

Omura City

佐　賀　県�
Saga Prefecture

諫早市�
Isahaya City

千々石湾�
Chiziwa Bay

小浜�
Obama

加津佐�
Kazusa

礫石原�
Kureishibaru

島原鉄道�
Shimabara Railway

島原市�
Shimabara�
City

雲仙国立公園�
Unzen National Park

大 村 湾 �
Omura Bay

西 彼 杵 半 島 �
Nishisonogi Peninsula

大�

村�

線�

1
2

3

4

N

西町�
Nishi machi

諏訪神社�
Suwa Shrine

ながさき�

片渕�
Katafuchi

うらかみ�
Urakami Station

県庁�
Prefectural�
Government

赤迫�
Akasako

浦上水源池�
Urakami Reservoir

大学前�
University Mae

浜口町�
Hamaguchi

大学病院前�
University Hospital Mae

△�

金比羅山�
Mt. Konpira

西山水源池�
Nishiyama Reservoir

長崎駅�
Nagasaki�
Station

石橋�
Ishibashi

至茂木�
To Mogi

思案橋�
Shianbashi

諏訪神社前�
Suwa Shrine�
Mae 至諫早�

To Isahaya

蛍茶屋�
Hotarujaya

至戸町�
To Tomachi

長　　崎　　港�
Nagasaki Port

長
与�

N
agayo

至
時
津 To Togitsu

5

7

6

8

9

10

11

市役所�
Municipal�
Government

にしうらかみ�
Nishiurakami

●１ 臨海研修所
Seaside Training Center

●２ 環東シナ海海洋環境資源研究センター
Institute for East China Sea Research

●３ 野母崎研究施設
Nomozaki Research Laboratory

●４ 九州地区国立大学島原共同研修センター
Shimabara Joint Training Center for National Universities in Kyushu
Area

●５ 教育学部附属幼稚園，附属小学校，附属中学校
Kindergarten, Elementary School, Lower Secondary School

●６ 教育学部附属特別支援学校
School for Children with Special Education Needs

●７ 知的財産本部，監査室，学務情報推進室，事務局，
教育学部，附属教育実践総合センター，薬学部，
工学部，環境科学部，水産学部，附属図書館，
生産科学研究科，医歯薬学総合研究科（薬学系），
附属薬用植物園，保健・医療推進センター，
情報メディア基盤センター，共同研究交流センター，
生涯学習教育研究センター，留学生センター，
大学教育機能開発センター，
アドミッションセンター，
心の教育総合支援センター，やってみゅーでスク
Intellectual Property Center, Audit Office, Student Affairs Information
Promotion Office, Administration Bureau, Faculty of Education,
Center for Education Research and Training，School of Pharmaceutical
Sciences，Faculty of Engineering, Faculty of Environmental Studies,
Faculty of Fisheries, Central Library, Graduate School of Science and
Technology, Graduate School of Biomedical Sciences (Pharmaceutical
Sciences), Medicinal Plant Garden, Center for Health and Community
Medicine, Information Media Center, Joint Research Center,
Education and Research Center for Life-long Learning, International
Student Center, Research and Development Center for Higher
Education, Admission Center, Center for Total Human Education and
Child Welfare, Yattemyu Desk

●８ 国際交流会館
International House

●９ 国際連携研究戦略本部，医学部（医学科），
熱帯医学研究所，医歯薬学総合研究科（医学系），
国際健康開発研究科，附属原爆後障害医療研究施設，
先導生命科学研究支援センター，
附属図書館（医学分館）
Center for International Collaborative Research
School of Medicine (School of Medical Sciences)
Institute of Tropical Medicine
Graduate School of Biomedical Sciences (Medical Sciences)
Graduate School of International Health Development
Atomic Bomb Disease Institute
Center for Frontier Life Sciences
Medical Library

●１０ 病院，歯学部，
医歯薬学総合研究科（保健学系・歯学系），
医学部（保健学科）
University Hospital, School of Dentistry, Graduate School of Bio-
medical Sciences (Health Sciences・Dental Sciences), School of
Medicine (School of Health Sciences)

●１１ 経済学部，附属図書館（経済学部分館）
Faculty of Economics, Economics Library

長崎大学位置図 Location Map 活
動
概
況
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2 環境配慮の計画と実績の要約

は、平成２１事業年度に係る業務実績に関する報告書に記載された事項

環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

１．環境の安全に関する教育研究活動を推進する。

環境教育活動

1あらゆる専門分野
から環境問題への
教育研究を進め、
環境配慮に貢献で
きる人材を育成す
る。

○教育内容の学際化、高度化及び国際
化への対応を行う。また安全、環境、
倫理等の内容を含む多様な授業科目
を充実させる。

○全学教育必修科目の教養特別講義において「安心・安
全」教育に関わる授業を開設し、安全、環境、倫理等の
授業内容を充実した。

（大学教育機能開発センター）
○新入生オリエンテーションで環境に対する意識の伝達を
行い学生便覧への掲載を行った。
○全学教育科目における環境に対する教育を行った。
（教育学部）
○教育学部の開講科目「環境教育」（情報文化教育課程３
年次・必修２単位）（学校教員養成課程３年次・選択２
単位）に関連する講義として特別講演会を開催した。
○平成２０年度に引き続き、外部専門家を交えたエネルギー
環境教育ワークショップを開催した。
（歯学部）
○全学教育・人間科学科目・生命の科学（環境ストレス防
御）の講義を行った。
（環境科学部）
○本学部の教育目的により環境教育を継続的に実施してい
る。
○環境マネジメント論を活用した、学生による環境内部監
査を行った。
○福岡県筑後市、熊本県山鹿市、長崎県雲仙市における小
学生向けごみ分別授業プログラムおよびワークブック作
成支援を行った。
○環境科学部EMS学生委員会による ISO１４００１内部監査
を実施した。
（医歯薬学総合研究科（薬学系））
○環境衛生学において、人口問題や環境破壊などの問題を
含めた地球環境の現状とその生命への影響について講義
を行い、この解決に向けた取り組みについて議論した。
衛生薬学では、健康に係わる内容を中心に、社会集団と
健康、疾病の予防、栄養と健康、食品の管理、化学物質
の生体への影響、生活環境と健康に関して講義した。
（水産学部）
○「実験・実習のための安全の手引き」を新入生へ配布し
た。
○教育内容の学際化、高度化及び国際化を推進し、安全・
環境及び倫理等の内容を含む多様な授業科目を充実させ
た。
（共同研究交流センター）
○教育内容の学際化、高度化への貢献と安全、環境、倫理
等の内容を含む多様な授業科目を充実させるため、関連
する講義等を積極的に担当するよう努めた。
○大学から排出される実験廃液の管理状況の理解を促すた
め、工学部応用化学科の学生を対象に実験廃液処理施設
の見学会を実施した。
○共同研究交流センターの機器利用者を対象に、環境配慮
に係わる諸注意を含む機器利用者講習会を開催した。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（附属小学校）
○６年生の総合的な学習の時間に「環境教育」に取り組ん
だ。
（附属中学校）
○附属中学校では、社会科及び理科で、環境問題について
学習した。また、総合的な学習の時間の一部である「社
会探究」においても、環境問題について学習しているグ
ループがあった。
（熱帯医学研究所）
○熱帯医学研究所が医歯薬学総合研究科と連携して行って
いる「熱帯医学修士課程」では、講義のすべてを英語で
行い、熱帯地方の感染症のみならず、その地域特有の環
境問題や文化、危機管理など、感染症に関連する種々の
テーマについて多様な講義を行った。

○外国人留学生の入学を促進するため、
次の施策を講ずる。
・英語による講義・セミナーの増加
を図る。

○国内外の最先端の研究者等による特
別講義、セミナー、シンポジウム等
を継続する。

○経済学研究科では、国際カンファレンスを開催した。
○医歯薬学総合研究科では、豪州Curtin 工科大学より講
師を招聘し、保健学研究会を開催して、世界レベルの論
文記載法を指導した。また、国内外の最先端研究者を招
いて分子認識科学を基盤とする創薬研究会を実施した。

（経済学部）
○平成２１年１２月１２日・１３日に「第５回アジア金融市場国際
カンファレンス」を長崎全日空ホテルグラバーヒルで開
催した。
（熱帯医学研究所）
○平成２１年１１月２６－２８日の The４th Nagasaki Symposium
on Tropical and Emerging Infectious Diseases と長崎大
学グローバルCOE市民公開講座において、南アフリカ
国立感染症研究所から熱帯ウイルス学分野のヤニュ
シュ・パウエスカ博士による特別講演を企画した。同博
士は、新しい出血熱ウイルスを発見した熱帯ウイルス学
の最先端研究者である。
（環東シナ海海洋環境資源研究センター）
○魚類生理学の若手研究者の中でも、世界的に注目されて
いるニュージーランド、オタゴ大学のMark Lokman 博
士を招聘し、これまでに行ってきた魚類の生殖腺発達に
関わる最新の情報をもとにセミナーを行っていただいた。

環境研究活動

2多様な専門分野が
連携した環境研究
を遂行する。

○連携融合事業「東アジア河口域の環
境と資源回復の保全・回復に関する
研究調査」の成果を総括し、今後の
課題を抽出して次の５年間の計画立
案を行うとともに、東アジア沿岸海
域の環境と資源の将来にわたる保
全・回復・利用の基本的な方向につ
いて提言をまとめる。

○連携融合事業「東アジア河口域の環境と資源の保全・回
復に関する調査研究」の最終年度にあたり、連携機関で
ある西海区水産研究所及び長崎県総合水産試験場の協力
を得て、総括シンポジウムを開催するとともに、その結
果を踏まえ、海洋温暖化が東シナ海の海洋生物資源に与
える影響を中心とした調査研究を立案した。また、これ
までの共同研究の成果を総括し、今後の計画立案に資す
るため、学術書「Coastal Environmental and Ecosystem
Issues of the East China Sea」を刊行した。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（環境科学部）
○国内及び韓国において、漁港底質における有機スズ汚染
レベルの解明を行った。
○環境科学部シンポジウム「地球環境国際フォーラム in
ながさき－COP１５と低炭素社会－」を開催した。
大陸から越境移流する大気中の化学物質の分析と生物影
響評価を行った。
○京都府南丹市での循環型社会づくり支援に関する研究を
行った。
（生産科学研究科）
○農水省の委託を受けて、自治体が生ごみを資源化するた
めの調査を実施した。
（環東シナ海海洋環境資源研究センター）
○連携融合事業「東アジア河口域の環境と資源の保全・回
復に関する研究調査」の成果を総括し、総括シンポジウ
ムを行った。
（教育学部）
○多様な専門分野が連携した環境研究を遂行するために教
育学部が中心となり、工学部と環境科学部の教員・学生
が連携して長崎大学エネルギー環境教育研究会を運営し
た。
（熱帯医学研究所）
○JSPS拠点大学交流事業「熱帯性感染症の新興・再興の
要因とそれに基づく防除対策」を実施した。

○水産学部附属練習船や環東シナ海海
洋環境資源研究センターの国内外の
共同利用を更に推進する。

国際連携活動

3国際的環境研究・
教育への協力、環
境問題の相互理解
と情報の共有を推
進する。

○東アジア経済に関わる研究や日本－
台湾－韓国－中国を結ぶ環境学研究
教育ネットワーク形成を更に推進す
る。

○経済学部は、アジア経済研究所、中国経済研究会等の会
員となり、開発途上地域に関する出版物、中国経済に関
する各種調査資料及びアジアの政治経済のデータベース
利用などの提供を受け、積極的に情報収集を行うととも
に、第５回アジア金融市場国際カンファレンスを開催し
た。
○引き続き、学術交流協定を締結した淡江大学（台湾）、
江原（韓国）及び吉林大学（中国）を中心に、日本－台
湾－韓国－中国を結ぶ環境学研究教育ネットワーク形成
を推進した。

（環境科学部）
○国立政治大学（台湾）との学術交流協定及び同協定に基
づく学生交流に関する覚書を締結
○淡江大学（台湾）との学術交流協定及び同協定に基づく
学生交流に関する覚書を更新
（熱帯医学研究所）
○平成１７年度～平成２１年度に「大洋州予防接種事業強化プ
ロジェクト」（J-PIPS）を行った。このプロジェクトに
おいて、対象各国に対して継続的にEPI 関連廃棄物処
理に関する地域内研修の実施および社会システムの構築
と助言、さらに人材育成を行った。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（環東シナ海海洋環境資源研究センター）
○第６回東シナ海の水生生物の繁殖に関する国際会議を開
催した。
○第２回東シナ海の海洋環境とその健全な将来を考える国
際ワークショップを開催した。
○第６回東アジア海域の有害赤潮に関する国際ワーク
ショップを開催した。
○四大学ワークショップに参加した。

○環東シナ海海洋環境と資源の保全に
向けて実施してきた連携融合事業
「東アジア河口域の環境と資源回復
の保全・回復に関する研究調査」の
総括を韓国・中国の共同研究者とと
もに行い、次年度以降の活動につい
て協議する。

○文部科学省連携融合事業「東アジア河口域の環境と資源
の保全・回復に関する調査研究」の最終年度にあたり、
平成２１年１２月に総括シンポジウムを開催するとともに、
今後の研究方針を定めた。

（環東シナ海海洋環境資源研究センター）
○連携融合事業をとおし、他機関と共に海洋環境の保全に
関する研究を推進した。

○文部科学省連携融合事業「東アジア
河口域の環境と資源回復の保全・回
復に関する研究調査」の最終年度に
あたり、研究の総括と今後の展望に
関して国際シンポジウムを開催する。

○本事業総括のシンポジウムを２００９年１２月に長崎大学で開
催し、今後の研究方針を定めた。また、関連国際研究集
会として６th International Meeting on Reproductive Bi-
ology of Aquatic Animals of the East China Sea を主催す
ると共に６th International Workshop on Targeted HAB
Species in the East Asia Waters 東アジア赤潮に関する
国際研究集会（EASTHAB６）を２００９年１１月に水産総合
研究センター、東京大学と共催した。さらに、JSPSア
ジア科学技術コミュニティ形成戦略の機動的国際交流事
業により、九州大学と共に“The Second Workshop on
Marine Environment in the East China Sea and Its Sound
Future"を開催した。

（環東シナ海海洋環境資源研究センター）
○連携融合事業海外関係機関が参加し、上海海洋大学で国
際シンポジウムを開催した。そして成果とりまとめのた
めの専門書を刊行した。

○国際連携研究戦略本部の機能を最大
限に活用し、海外における国際連携
研究プロジェクトを拡大する。

○国際連携研究戦略本部教員（コーディネーター）を、現
地調整員としてベラルーシへ派遣するとともに、ケニア
中央研究所との共同研究等を目的に、国際連携研究戦略
本部が関係機関と調整を行い、国際協力機構科学技術研
究員として、熱帯医学研究所教員の派遣を行った。

産学官連携活動

4産学官連携による
環境研究を推進し、
その研究成果の社
会への還元に努め
る。

（教育学部）
○佐世保市内の公立学校における光熱水量調査を実施し、
各学校が取り組むべき省エネ活動について、優先順位付
けを行った。また、学校版環境 ISOの意義と実践方法
について、その導入に関する課題抽出や省エネルギー推
進の優先順位決め等の手法に関するワークショップを開
催した。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（工学部）
○TDK寄附講座（エネルギーエレクトロニクス学講座）
は、電子情報通信機器を駆動するために用いられている
高効率スイッチング電源の性能改善に貢献できる研究を
行い、国内外の学術誌等で成果を発表した。さらに、産
学官連携を広げるために、同講座主催のパワーエレクト
ロニクス・シンポジウムを開催した。
○コストが最小となるフライアッシュの流通システムおよ
びフライアッシュコンクリートの技術的な検討を行った。
これにより、長崎県内の火力発電所から排出されるフラ
イアッシュを恒常的に使用可能とするシステムを、産学
官が協働して開発・構築することを目指した。
（環境科学部）
○農林水産省の委託を受け、生ごみ資源化の実践事例等、
自治体が生ごみを資源化するための調査を実施し、これ
を報告書にとりまとめた。
（生産科学研究科）
○バイオガスプラントの効率のよい運転を行うためには、
バイオガスプラントで発酵させたメタン消化液を水処理
せずに、そのまま液状の肥料として農地に還元すること
が望ましいが、そのためには農家の合意・協力が必要と
なる。そこで、京都府南丹市の委託を受け、農家調査、
農家の指導を行った。
○交流１００V AC配線と低電圧直流４８V DC配線とを併用す
るシステムを対象とし、そこで必要な電気システムや住
宅を開発、設計した。また、交流・低電圧直流システム
の安全性など運用に係わる技術課題の抽出と検討等を
行った。

地域連携活動

5環境保全等に関す
る知識・技術を発
信し、地域との連
携・コミュニケー
ションを推進する。

○学部等が行う公開講座・シンポジウ
ム等を引き続き実施し、研究成果を
地域・市民と共有する機会を提供す
る。

○長崎大学として１３の公開講座を実施するとともに、各部
局においても公開講座・シンポジウム等を開催し、研究
成果を地域・市民と共有した。

（教育学部）
○エネルギー環境教育実践発表会２００９in 長崎やサイエンス
ワールド２００９in 長崎大学、同五島、同崎戸を開催した。
○東シナ海ビーチコーミング友の会が五島市で五島市立久
賀・浜窄小学校、対馬市立豆酘小学校の児童１９人を集め
て「子ども海ごみフォーラム２００９イン五島」を開催した。
（経済学部）
○平成２１年５月～６月にかけて「現代経営：世界同時不況
下の経営課題」６月に「社会科学のフロンティア－金融、
会計、経営の世界最前線－」という題目で一般市民を対
象とした公開講座を実施した。
（環境科学部）
○雲仙市・長崎県環境部との３者連携による公開講座「う
んぜん環境リレー講座」を開催した。
○学部内に設置の環境教育研究マネジメントセンターは、
雲仙Ｅキャンレッジプログラムを推進した。
（環東シナ海海洋環境資源研究センター）
○市民講座「大村湾の環境保全と修復に向けて」を開催し
た。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（生産科学研究科）
○福岡県筑後市、熊本県山鹿市、長崎県雲仙市において
小学生向けのごみ分別授業プログラムを作成し、ワーク
ブック作成を支援して、３つの自治体のすべての小学校
で、授業が開始されている。
２１年度は筑後市だけの取り組みであったが、広がりつつ
ある。
（共同研究交流センター）
○共同研究交流センターでは、地域の人材育成事業（「長
崎県長崎・島原地域産業活性化人材養成等支援事業」）
の一環として、長崎県等と共同で環境分析技術研修を
行った。
○第２５回大学等環境安全協議会技術分科会の共催

２．学内におけるすべての活動に伴う環境への負荷を低減する。

1エネルギー使用量
の抑制、廃棄物の
削減、資源のリサ
イクル等を積極的
に推進する。

○平成１６年度以降実施してきた職員録、
学報等の電子化の成果を検証すると
ともに、その内容を基に情報のデー
タベース化と既存書類の電子化によ
りペーパーレス化を引き続き推進す
る。

○平成１６年度からの５ヵ年の期間において、職員録、学報、
就業情報等の電子化を推進し、１０，５８０千円の印刷経費の
削減を行った。また、平成１９年度から、調達業務におけ
る業者への入札説明書の交付を紙媒体から電子媒体への
移行を行い２ヵ年で約５９，０００枚のペーパーレス化が図ら
れたことから、平成２１年度においても電子媒体での交付
を引き続き行い、約３７，３００枚のペーパーレス化を推進し
た。
また、片面印刷しかできないプリンタについて、更新時
には両面印刷可能なプリンタへ更新するよう学内周知を
図り、平成２１年度は両面印刷可能なプリンタへの更新を
５台行った。

○平成１６年度以降実施してきた経費の
抑制に関する取組（契約事務の効率
化、公用車の削減、刊行物の精選、
光熱水料の節減等）の成果を検証す
るとともに、その内容を基に業務の
見直し、光熱水料等管理費の低減を
引き続き図る。

○平成１６年度からの５ヵ年の期間においては、複数年契約
の推進による業務の効率化、公用車の減による維持費の
削減、電気供給契約の見直しによる使用料の低減、定期
刊行物の精選や数量見直しによる経常経費の抑制による
管理費の低減を行ってきた。平成２１年度においても、引
き続き新聞等の定期刊行物の精選及び数量の見直しを行
い、約９０千円の経費を削減した（数量見直し実施前の平
成１７年度末と比較して約２，３００千円の削減を図った）。ま
た、光熱水料については、一部改修工事の影響はあるも
のの、省エネ型の照明、冷暖房機器の導入や昼休みの消
灯、夏期の軽装等の節減努力を行ってきた結果、平成２０
年度と比較し６９，６５３千円の減となった。

（教育学部）
○勤務時間外の電力の使用を抑制している。
（経済学部）
○経済学部本館改修工事において、講義棟屋上に緑化シス
テムを導入、西側と南側の窓の外壁に水平ルーバーを設
置した。
片淵キャンパスの駐車場整備工事において、駐車スペー
スの緑化を行った。
事務局より配布された省エネの励行を促すポスターを各
所に掲示することで教職員や学生への啓発を行った。
冷暖房などについては、教室などでの無駄な使用を控え、
またスイッチを切るように教職員で気を付けている。
（医学部）
○電気代の節約
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（歯学部）
○設備更新時の配慮
�冷暖房設備（ガス式へ）の更新
�新型（節電型）設備機械等への更新
�実習機器の更新（低廃棄型）
�省エネの呼びかけ
（工学部）
○長崎大学地球温暖化対策に関する実施計画に基づく取り
組み
（環境科学部）
○�本館玄関扉に「冷暖房効率化の為、必ず閉めて下さ
い。」の注意書きを貼付
�省エネの励行
（水産学部）
○エレベーター使用の制限、建物内外にある不用品の処分
を行った。
（生産科学研究科）
○環境科学部内に、EMS学生委員会があり、そこが中心
になって、省エネ、省資源活動を行い、この活動を支援
している。
（熱帯医学研究所）
○各研究室により、環境への負荷を低減するための様々な
努力を続けている。
（病院）
○�新病棟ディールームの窓ガラスに遮光フィルムを貼り、
冷暖房効率の改善を図り省エネ効果を高めた。
�病院本館で製造された蒸気の余剰分をアキュムレー
ターに蓄え、新病棟の蒸気の需要に応じて送気するこ
とで、ガス・電気料金の削減を図った。
�電気室改修工事に伴い、従来型の変圧器を高効率型に
更新した。
�廊下およびトイレの天井照明スイッチを人感センサー
に交換し、消費電力削減を図った。
�夏期、冬期の省エネポスター等を掲示し啓蒙活動を実
施した。
�冷房、暖房期の運転スケジュール表を各部署に配布し、
周知徹底により省エネに対する意識高揚を図った。
�毎月の電気・ガス・重油の使用量について増減表に示
し、コメントを載せ各部署へ配布することにより光熱
水費の低減を図らせた。

（附属図書館）
○【中央図書館】
�省エネ照明器具の導入
�HGPスキャンを活用したペーパーレス化
○【経済学部分館】
１階閲覧室、２階グループ学習スペース、２階閲覧室の
窓ガラスに、赤外線および紫外線防止用のフィルムを
貼って、室内温度上昇を抑えることにより、冷房効率の
改善を図った。
（保健・医療推進センター）
○電気使用料の抑制
（先導生命科学研究支援センター）
○電気・ガス・重油・上下水の各使用量を集計し、グラフ
を掲示している。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（情報メディア基盤センター）
○�本センターの利用者（学生及び教職員）に対してコピー
用紙利用枚数削減について引き続き周知を推進した。
�書類のペーパーレス化を引き続き推進する。
�リサイクルトナーの試験的導入。
（共同研究交流センター）
○�共同研究交流センター環境安全マネージメント部門に
おいて、実験廃液の削減や不明廃液の発生防止等を呼
びかけた。
�省エネルギーに取り組んだ。
（留学生センター）
○�研究室を離れる際や昼休み等における照明の消灯。
�クーラー等を極力使用しない。使用時は設定温度に気
を付ける。
�夏季の軽装（クールビズ）
�両面コピーの推進及びミスコピー用紙の積極的活用の
励行。

（アドミッションセンター）
○節電
（心の教育支援センター）
○長崎大学における温室効果ガス削減に関する計画に則り、
温室効果ガス排出の削減に取り組む。
（総務部）
○�昼休みの消灯、パソコン等の電源OFF
�冷暖房の室温調整（暖房２１度、冷房２８度）
�夏季における連続休暇取得の促進
（研究国際部）
○用紙類の使用量の削減
（財務部）
○クールビズ、ウォームビズ等の実施
○昼休み及び時間外の消灯
○両面コピー等の徹底
○鉄屑、古紙、パソコン等の売り払い等取りまとめ
（学生支援部）
○�平成２１～２２年度業務運営の改善及び効率化に関する計
画（学生支援部）を策定しているが、その改善事項に
光熱水料削減及びコピー用紙削減を掲げている。
�Eco magic －学園祭ゴミ減量化企画－長崎大学の学
生団体である「エコマジック」は、環境に配慮した学
園祭を目指しており、学園祭ゴミ減量化企画も１０年目
を迎えたもので、４つの活動を行っている。

（施設部）
○�クールビズ、ウォームビズ等の実施
�昼休み及び時間外の消灯
�両面コピー等の徹底
�地球温暖化対策に関する活動（ノーマイカーデー及び
クールアースデー）を職員及び学生へ呼びかけた。

（学術情報部情報企画課情報企画班）
�パソコンの使用電力の抑制
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

○エネルギー使用量の公開やポスター
等により省エネルギーを推進し、温
室効果ガスの削減への意識啓発を引
き続き図る。

○省エネポスターを掲示し、省エネルギーを推進するとと
もに、「長崎大学環境マネージメントセミナー（エコア
クション２１への道、講演者；琉球大学教授）」を実施し
意識啓発を図り、学内予算で附属中学校等に新たに太陽
光発電設備（４０kW）を設置し、さらに、経済学部本館
改修等の大規模改修において、LED照明を採用し、温
室効果ガスの削減を図った。また、引き続き、文教町２
団地のエネルギー使用量等を施設部ホームページに公表
することにより、温室効果ガスの削減のための意識啓発
を図った。

2環境関連法規、規
制と学内規定等を
順守する。

○核燃料物質、RI、毒劇物及び病原体
等の使用状況等を検証し、引き続き
「PRTR法」への対応及び化学物
質・薬品類の安全管理を行う。

○平成２１年１１月から１２月にかけて、管理下にない放射性同
位元素等の所在について、全学一斉調査を実施した。
○「PRTR法」については、共同研究交流センター環境マ
ネジメント部門が対応し、調査結果は大学ホームページ
及び「環境報告書」に公表した。

（教育学部）
○長崎市と大学の規則に従い、廃品・廃液処理を実施して
いる。
（環境科学部）
○環境科学部環境管理マニュアルを作成している。
（熱帯医学研究所）
○熱帯医学研究所では、環境関連法規、規制と学内規定等
に関しては厳守しながら、研究を遂行している。
（共同研究交流センター）
○�共同研究交流センター環境安全マネージメント部門に
おいて「PRTR法」へ対応し、調査結果は「環境報告
書」等で公表した。
�共同研究交流センター環境安全マネージメント部門に
おいて、学内からの排水を定期的にチェックし、基準
値を超えないように改善対策を依頼するとともに、必
要に応じて対策の相談に応じた。

（心の教育支援センター）
○長崎大学における温室効果ガス削減に関する計画に則り、
温室効果ガス排出の削減に取り組む。
（財務部）
○契約時及び支払い時における照査の実施

3環境汚染を予防し、
キャンパス内の環
境の保全・改善を
図る。

○構内環境美化に対する意識の向上を
図るため、緑化保全等、美しいキャ
ンパスづくりを進める。

○教職員及び学生の有志による周辺通路及びキャンパスの
清掃を定期的に行った。

（経済学部）
○�経済学部本館改修に伴い、ボイラーによる集中暖房を
廃止し、個別空調に更新した。
�片淵キャンパスにある歴史的建造物である３つの登録
有形文化財（瓊林会館・煉瓦倉庫・拱橋）を周遊する
ための屋外環境整備（道路整備・外灯・ベンチ新設
等）を実施した。
�片淵キャンパス構内においては、指定喫煙場所以外で
は禁煙とし、掲示により周知を図っている。

（医学部）
○キャンパス内の環境改善
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２１年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２１年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

（歯学部）
○キャンパス内環境の改善
�歯学部敷地内の全面禁煙
�黒板のホワイトボードへの切換え
（医歯薬学総合研究科（薬学系））
○キャンパス内の環境の保全・改善：薬学部周辺の喫煙場
所を削減し、一箇所に集約した。
（環境科学部）
○環境科学部環境管理マニュアルを作成している。
（水産学部）
○実験排水槽PH検出器保守点検の実施
（先導生命科学研究支援センター）
○インフラ設備の更新
（共同研究交流センター）
○共同研究交流センター環境安全マネージメント部門にお
いて、学内の実験廃液の分別貯留の徹底を図った。
（総務部）
○夏季における軽装の励行
（研究国際部）
○エネルギー使用量の抑制、ごみの分別、廃棄物の減量
（財務部）
○契約時における環境保全・改善事項等の反映

３．大学運営システ
ムの一部として
の環境マネジメ
ントシステムを
構築し、定期的
に見直すことに
よって、継続的
改善を図る。

○引き続き環境配慮の方針に基づいた
取組を推進するとともに、地域社会
に根ざす教育研究活動をより進め、
その効果を取りまとめ「環境報告書
２００８」において公表する。

○環境配慮の方針に基づいた取組を「環境報告書２００８」に
まとめ、本学ホームページに公表し、意識啓発を図った。

４．環境配慮の方針
及び環境配慮等
の状況を、本学
ホームページ上
に公表すること
によって、本学
構成員に周知し
環境配慮の意識
向上を促すとと
もに、社会への
説明責任を徹底
する。
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長崎大学環境マネジメントシステム�

大学運営方針�

年
度
実
績
報
告
書�

中
期
目
標
・
中
期
計
画
・
年
度
計
画�

Action（見直しと改善）�

◆環境マネジメントシステム�
の見直しと継続的改善�

Check（結果の点検）�

◆活動実績の点検と評価�

Plan （計画の立案）�

◆環境配慮の方針を実現するための�
具体的計画の立案�

Do （計画の実行）�

◆環境配慮の方針を実現するため�
の取組み�

環境配慮の方針�

環境コミュニケーション�

環境報告書�

3 環境マネジメントシステム

長崎大学は、１９９７年、当時の国立大学の中で最初に

文理融合型の教育と研究を行う環境科学部を設立しま

した。次いで、２００２年に、大学院環境科学研究科が発

足し、さらに、２００４年には、大学院生産科学研究科（博

士前期・後期課程）へ移行することによって、環境科

学の教育・研究体制の充実に努めてきました。また、

環境科学部では、２００３年３月には、環境マネジメント

システムの国際規格である「ISO１４００１」を認証取得

するなど、早くから、環境に配慮した教育研究活動を

継続して行っています。

さらに、２００４年３月には、長崎大学環境保全センター

（現在、共同研究交流センター・環境安全マネージメ

ント部門）を中心に、６つの学内共同研究施設が一体

となって、「ISO１４００１」認証を取得しました。このよ

うに、長崎大学は、現在まで、総合的に地球環境問題

を捉え、積極的な教育研究を進めることによって、環

境に配慮する姿勢を示してきました。

２００５年（平成１７年）３月に、国立大学法人長崎大学

は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の

環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配

慮促進法）」における特定事業所の指定を受けたこと

によって、平成１７年度からの環境報告書の公表が義務

づけられました。すでに、長崎大学中期目標には、「環

境マネジメントシステム」を構築すると謳っており、

環境配慮促進法の制定によって、この中期目標の達成

をより明確に、より早急に行う必要が生じました。そ

こでまず、本学の計画と評価を担当する計画評価本部

に置かれた８つの専門部に、新たに、環境専門部を加

えた体制によって、大学全体の環境配慮の方針の策定、

環境マネジメントシステムの基盤作りを進めました。

環境専門部で作案された長崎大学環境配慮の方針原

案については、学長を本部長とする計画・評価本部会

議で審議・了承されたのち、平成１８年３月２２日の教育

研究評議会で、審議・了承され、ホームページ上に、

公表されています。また、環境配慮の方針を具体的に

実現する全学的組織体制の中枢となる環境委員会に関

しても、平成１８年度中にその原案が策定され、平成１９

年度には、全学委員会として設置することとなりまし

た。このことによって、環境配慮の取組みの組織体制

が整備されたことになりますが、今後、長崎大学の環

境マネジメントシステムをより確実なものにするため

に、すでに、ISO１４０００１を認証取得した２つのサイト

（環境科学部と共同研究交流センター環境安全マネー

ジメント部門を中心とする４つの学内共同利用施設）

が、大きな力となることが期待されています。

なお、環境科学部は２回の更新審査を経て、平成２１

年４月から自己宣言へ移行しています。同時に、独自

のEMSに移行した長崎県庁と共に合同研修会等を実

施して、双方のEMSの充実を図っています。
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平成18年10月設置�

平成17年12月設置�

最高責任者（学長）�

環境委員会�

部局等�

計画・評価本部�
環境専門部�

I
S
O
1
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0
1
認
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る
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門
�
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環
境
科
学
部�

I
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O
1
4
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0
1
認
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取
得
に
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る
支
援
部
局
�

・教育学部�
・経済学部�
・医学部�
・歯学部�
・薬学部�
・工学部�
・環境科学部�
・水産学部�
・教育学研究科�
・経済学研究科�
・生産科学研究科�
・医歯薬学総合研究科�
・国際健康開発研究科�
・熱帯医学研究所�

・附属図書館�
・病院�
・保健・医療推進センター�
・先導生命科学研究支援センター�
・情報メディア基盤センター�
・共同研究交流センター�
・生涯学習教育研究センター�
・留学生センター�
・大学教育機能開発センター�
・アドミッションセンター�
・環東シナ海海洋環境資源研究センター�
・附属学校園協議会�
・事務局�

長崎大学における環境マネジメントの組織体制� 環
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１９９７年１０月 長崎大学環境科学部は国立大学において

最初の文理融合学部として発足

２００２年４月 大学院環境科学研究科発足

２００３年３月 環境科学部 ISO１４００１認証取得

２００４年３月 環境保全センターが中心となって、学内

共同利用６施設が ISO１４００１を認証を取

得

２００４年４月 大学院環境科学研究科を大学院生産科学

研究科（博士前期・後期課程）へ移行

２００４年１２月 地域共同研究センター、機器分析セン

ター、環境保全センターの機能を統合し、

「共同研究交流センター」を新設

２００５年４月 学長を中心として、環境配慮促進法の理

解を進め、長崎大学としての対応を、継

続して協議する。

２００５年７月 全学での環境配慮促進法に対する共通認

識と全構成員の協力を得るため、連絡調

整会議の場において、説明を行う。

２００５年１０月 計画・評価本部会議において、長崎大学

の環境マネジメントシステムについて協

議し、計画・評価本部内に、「環境専門

部」を設置し、体制の整備を進めること

を決定する。

２００５年１１月 第２３回教育研究評議会において、計画・

評価本部規則の一部改正（「環境専門部」

の設置）について審議し、了承される。

２００５年１１月 長崎大学計画・評価本部規則の一部を改

正する規則（平成１７年１１月２５日規則第４３

号）の制定

２００５年１２月 計画・評価本部環境専門部が発足し、第

１回計画・評価本部環境専門部会議を開

催する。（議題：長崎大学年度計画・環

境配慮の方針、環境マネジメントシステ

ムについて）

２００６年２月 第２回計画・評価本部環境専門部会議を

開催し、環境配慮の方針・環境マネジメ

ントシステム推進のための組織体制等に

ついて協議する。

２００６年３月 計画・評価本部会議において、長崎大学

環境配慮の方針（案）を審議し了承され

る。

第２７回教育研究評議会において、長崎大

学環境配慮の方針（案）を審議し了承さ

れる。

環境配慮の方針の制定 （３月２３日）

環境配慮の方針の公表 （３月２８日）

２００６年６月 平成１８年度第１回計画・評価本部環境専

門部会において、長崎大学環境委員会に

ついて協議される。

２００６年９月 連絡調整会議及び第３５回教育研究評議会

において環境報告書原案が報告される。

２００６年９月 環境報告書２００５Webによる公表

２００６年１０月 第３６回教育研究評議会において長崎大学

環境委員会について審議、了承される。

２００７年１月 計画・評価本部環境専門部において平成

１９年度計画（環境関係）について協議さ

れ了承される。

２００７年３月 第１回環境委員会を開催する。（議題：

環境配慮促進法への対応の経過と今後の

予定、環境報告書作成に係るデータ収集

について）

２００７年４月 ２００４年３月に取得した ISO１４００１を学内

共同利用４施設が更新した。

２００７年５月 第２回環境委員会開催

議題１：環境配慮に係る平成１８年度実績

について

議題２：環境配慮に係る平成１９年度計画

について

２００７年９月 第３回環境委員会開催

議題：２００６年度環境報告書について
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２００７年９月 環境報告書２００６公表

２００７年１０月 第２２回経営協議会において環境報告書

２００６について報告される。

２００７年１０月 第４回環境委員会開催

議題１：２００６年度環境報告書について

議題２：長崎大学エネルギーの使用の合

理化に関する規程の制定につい

て

議題３：長崎大学環境委員会規則の一部

改正について

２００７年１１月 第８６回役員会において「長崎大学エネル

ギーの使用の合理化に関する規程の制

定」及び「長崎大学環境委員会規則の一

部改正」について審議し、了承される。

２００７年１１月 第４０回連絡調整会議において「長崎大学

エネルギーの使用の合理化に関する規程

の制定」及び「長崎大学環境委員会規則

の一部改正」について報告される。

２００８年４月 第５回環境委員会開催

議題１：平成１９年度環境配慮に係る実績

について

議題２：平成２０年度環境配慮の計画につ

いて

議題３：地球温暖化対策に関する計画の

策定について

２００８年６月 第６回環境委員会開催

議題１：平成１９年度環境配慮に係る実績

について

議題２：長崎大学地球温暖化対策に関す

る実施計画について

議題３：環境対策等啓発キャンペーンポ

スター募集について

報告１：ノーマイカーデー運動への協力

について

２００８年７月 役員懇談会において長崎大学地球温暖化

対策に関する実施計画について審議され

る。

２００８年９月 第４８回連絡調整会議において環境報告書

２００７について審議され、長崎大学地球温

暖化対策に関する実施計画について報告

される。

２００８年９月 第７回環境委員会開催

議題１：２００７年度環境報告書について

２００８年９月 環境報告書２００７公表

２００８年１０月 第２９回経営協議会において環境報告書

２００７について報告される。

２００９年１月 環境対策等啓発キャンペーンポスター

「エコポスター２００８」の表彰式を挙行

２００９年７月 第８回環境委員会開催

議題１：平成２０年度環境配慮に係る実績

について

議題２：平成２１年度環境配慮の計画につ

いて

議題３：地球温暖化対策に関する計画に

ついて

報告１：ノーマイカーデー運動への協力

及び「クールアース・デー」に

向けた取組等について

２００９年９月 環境報告書２００８公表

２００９年１１月 第９回環境委員会開催

議題１：長崎大学環境アクションプラン

（仮称）の制定について

議題２：長崎大学におけるエネルギーの

使用の合理化に関する規程改正

について

議題３：長崎大学冷暖房細則（仮称）の

制定について

報告１：平成２１年度上半期エネルギー消

費動向について

２０１０年２月 長崎大学環境マネージメントセミナー開

催
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長崎大学環境委員会規則
平成１８年１０月２７日

規則第４２号
（趣旨）
第１条 この規則は、国立大学法人長崎大学基本規則（平成１６年規則第１号）第２９条第２項の規定に基づき、
長崎大学（以下「本学」という。）における環境に配慮した教育研究活動等の促進を審議するため、本学に設
置する長崎大学環境委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。
（審議事項）
第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。
� 環境マネージメントシステムの推進に関する事項
� 環境に関する教育・訓練に関する事項
� 環境コミュニケーションに関する事項
� 環境報告書に関する事項
� 省エネルギー対策等に関する事項
（組織）
第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。この場合において、第３号から第５号までに掲げる委
員にあっては環境に関する教育又は研究を行う者に限る。ただし、該当者がない場合は環境に関する業務を行
う者とする。
� 学長が指名する理事又は副学長
� 各学部、生産科学研究科、医歯薬学総合研究科、国際健康開発研究科、熱帯医学研究所、病院及び附属図

書館から選出された者 各１人
� 附属学校園協議会から選出された者 １人
� 保健・医療推進センター及び学内共同教育研究施設の代表者 １人
� 共同研究交流センター環境安全マネージメント部門長
� 総務部長、財務部長及び施設部長
� その他学長が必要と認めた者
２ 委員は、学長が任命する。
（任期）
第４条 前条第１項第７号の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
（委員長及び副委員長）
第５条 委員会に委員長を置き、第３条第１項第１号の委員をもって充てる。
２ 委員長は、会議を招集し、その議長となる。
３ 委員会に副委員長を置き、委員長の指名する委員をもって充てる。
４ 副委員長は、委員長を助け、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。
（会議）
第６条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開くことができない。
２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（意見の聴取）
第７条 委員長が必要と認めたときは、委員会に委員以外の者を出席させ、意見を聴取することができる。
（関係職員の出席）
第８条 委員長は、必要に応じ、委員会に関係職員を出席させることができる。
（専門部会）
第９条 委員会に、必要に応じ、特定の事項について専門的に調査・検討させるため、専門部会を置くことが
できる。
２ 専門部会の任務、組織、運営等に関し必要な事項は、別に定める。
（事務）
第１０条 委員会の事務は、施設部施設企画課において処理する。
（補則）
第１１条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事項は、別に定めることができる。
附 則
１ この規則は、平成１８年１１月１日から施行する。
２ この規則の施行後最初に任命される第３条第１項第８号の委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、平
成２０年９月３０日までとする。
附 則（平成１９年１１月１３日規則第３３号）
この規則は、平成１９年１１月１３日から施行する。
附 則（平成２０年３月３１日規則第３３号）抄
１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。
附 則（平成２０年１０月１１日規則第４８号）
この規則は、平成２０年１０月１１日から施行する。
附 則（平成２１年３月３１日規則第１１号）
この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
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環境管理責任者�

環境管理委員会� 内部環境監査部門�

最高管理責任者�
（環境安全マネージメント部門長）�

事務局�
（環境安全マネージメント部門）�

環
境
安
全
マ
ネ
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ジ
メ
ン
ト
部
門�

（
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
）�

産
学
連
携
部
門�

（
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
）�

先
端
科
学
研
究
支
援
部
門�

（
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
）�

大
学
教
育
機
能
開
発
セ
ン
タ
ー�

共同研究交流センター・環境安全マネージメント部門（支援部局）における環境マネジメント体制

２００４年３月「ISO１４００１」認証を取得
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環境教育活動

4 環境の保全に関する教育研究活動

あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を
進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

教育内容の学際化、高度化及び国際化への対応

を行う。また安全、環境、倫理等の内容を含む

多様な授業科目を充実させる。

◆長崎大学原子力エネルギーワークショップ

開催日時：平成２１年１２月１９日�９：００～１７：１５
開催場所：長崎大学教育学部１１番教室

参加者数：４９名（教育学部生１９名、工学部生５名、教

育研究留学生３名、他大学生１名、教員５名、職員２

名、他大学教員１名、現職教員１名、SNW等１１名）

【ワークショップ】

私たちの暮らしを支える技術の表裏を知り、価値判

断の必要性を学ぶ～原子力を例として～を目的として、

以下の内容で行った。

９：３０～１０：００ オリエンテーション・アンケート・

アイスブレーキング

１０：００～１２：１５ WS１「原子力に対するイメージの

共有と功罪」

話題提供「チェルノブイリから学ぶこと」

（長崎大学病院・大津留晶准教授）

話題提供「原子力の現状と未来」

（シニアネットワーク）

１３：１５～１４：４０ WS２「得られた知見から未来のエ

ネルギーについて原子力の視点で考

える」

１４：４５～１６：００ WS３「自分たちの意見を発表しよ

う！（資料作成）」

１６：００～１７：００ WS４「今日の内容をふりかえろ

う！」

話題提供「被爆地をCGからふりかえる」

（長崎大学教育学部・全炳徳教授）

１７：００～１７：１５ 総評・アンケート
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◆福岡県筑後市、熊本県山鹿市、長崎県雲仙市におい

て、小学生向けのごみ分別授業プログラム、ワークブッ

ク作成支援

福岡県筑後市、熊本県山鹿市、長崎県雲仙市におい

て、小学生向けのごみ分別授業プログラム、ワークブッ

ク作成を支援した。

このことで、２２年度、３つの自治体のすべての小学

校（４年生）で、授業が実施され、児童のごみ分別能

力、ごみへの関心が高まっている。

◆附属小学校の活動

追究活動�：「自分たちができること」を考え、実施
していく。

７月「無駄遣いしているものはないか。」「環境にい

い方法はないか。」身の回りの調査活動を行う。（イン

タビュー、アンケート、探検・観察…）

調査活動をもとに、�学校でできること�家庭でで
きることに分類し、協力してもらう。その内容は以下

のとおりです。

学校…水の出しっぱなしをしない。電気をこまめに消

す。

家庭…冷房２８度。シャワーを出しっぱなしにしない。

などの身の回りの環境をチェックした。

８月 「エコチェックカード」をもとに、家族で実践

を行う。

９月 夏休みの生活の報告会を行う。

１０月 実際にエコ活動を行う。

追究活動�：「発信する相手、内容、方法」を考え、
CMを通して、発信していく。

１１月 エコ出張授業（KTN主催）に参加する。

１２月 KTN、シーボルト大の協力を得て、CM作りを

行う。

相手…長崎県民

内容…調べたこと、エコへの取組、自分たちの

考え、人々へのお願い

２月 CMが放送される。

３月 完成したCMを見て、さらなるエコ活動への

意欲を高める。

◆附属中学校の環境教育内容

社会科２年地理…「世界と日本の資源と産業」

国内では、地域の環境を生かした多様な産業が発展

している一方で、大量生産や大量消費に伴うさまざま

な問題が生じていることを学習している。

社会科３年公民…「地球社会とわたしたち」

資源や食料、環境問題等を通して、私たちの生活が

世界と結びついていることを学んでいる。また、国際

社会の中で、日本が果たすべき役割についても考えて

いる。

理科３年２分野…「自然と環境保全」

人類と自然とのかかわりの歴史と将来に向けての課

題について学び、環境保全に取り組むことの必要性を

考えている。

総合的な学習の時間「社会探究」

人類や社会の諸問題を基にして課題を設定し、追究

することを通して、社会と自己とのかかわりについて

考えている。生徒は、「環境」「政治」「経済」「健康」

「人類」「情報」「平和」「文化」のグループに分かれ

て学習を進めている。「環境」については、生徒の多

くが「地球温暖化」「世界のエネルギー問題」「絶滅危

惧種」などを課題にしており、環境問題に高い関心を

持って学習に取り組んでいることがうかがえる。

国内外の最先端の研究者等による特別講義、セ

ミナー、シンポジウム等を継続する。

◆長崎大学GCOE市民講座

熱帯医学研究所は、平成２１年１１月２６－２８日の The４

th Nagasaki Symposium on Tropical and Emerging In-

fectious Diseases と長崎大学グローバルCOE市民公
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環境研究活動

開講座において、南アフリカ国立感染症研究所から熱

帯ウイルス学分野のヤニュシュ・パウエスカ博士によ

る特別講演を企画した。同博士は、新しい出血熱ウイ

ルスを発見した熱帯ウイルス学の最先端研究者である

多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

◆連携融合事業「東アジア河口域の環境と資源の保

全・回復に関する調査研究」

連携融合事業「東アジア河口域の環境と資源の保

全・回復に関する調査研究」の最終年度にあたり、連

携機関である西海区水産研究所及び長崎県総合水産試

験場の協力を得て、総括シンポジウムを開催するとと

もに、その結果を踏まえ、海洋温暖化が東シナ海の海

洋生物資源に与える影響を中心とした調査研究を立案

した。また、これまでの共同研究の成果を総括し、今

後の計画立案に資するため、学術書「Coastal Environ-

mental and Ecosystem Issues of the East China Sea」

を刊行した。

◆地球環境国際フォーラム inながさき－COP１５と低

炭素社会－の開催

２００９年１２月に開催された、第１５回気候変動枠組条約

締約国会議（COP１５）の結果を受けて、コペンハー

ゲン合意の持つ意義、今後の課題等について、学識経

験者、国・地方の温暖化対策担当者、学識経験者、マ

スコミ関係者等による報告、議論することを目的に環

境科学部主催で開催した。

とりわけ、グローバル（国際的）な課題が、実はロー

カルな現象の蓄積として起こることを、私たちは知る

必要があり、そのような機会となることを意図した本

企画には、１２０名を超える聴衆が足を運んだ。

環境科学部の菊池英弘教授をコーディネーターとし

て、低炭素社会の枠組み構築に関する最新事情を知る

ことができた。
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地域連携活動

環境保全等に関する知識・技術を発信し、地域
との連携・コミュニケーションを推進する。

学部等が行う公開講座・シンポジウム等を引き

続き実施し、研究成果を地域・市民と共有する

機会を提供する。

◆長崎大学環境教育・研究マネジメントセンターにお

ける公開講座

環境科学部の環境教育マネジメントセンターでは雲

仙市・長崎県環境部との３者連携による公開講座「う

んぜん環境リレー講座」を開催した。

�学部内に設置の環境教育研究マネジメントセンター
は、雲仙Ｅキャンレッジプログラムを推進するため、

環境科学部・雲仙市・長崎県環境部の３者連携によ

る公開講座「うんぜん環境リレー講座」を全１０回に

わたり開催した。

第１回 ６月２６日�１４：００～１５：００
【廃食用油が燃料に！】

小浜地区で実験中のBDF製造事業を中心に、廃食

用油の再利用についてわかりやすく説明します。

長崎県（環境保健研究センター）

竹野 大志 主任研究員

第２回 ７月１５日�１４：００～１５：００
【ごみってどうなるの？】

雲仙市内で排出されるごみの実態とゆくえをわかり

やすく説明します。

雲仙市市民生活部環境政策課

石橋 寛 課長補佐

第３回 ８月３日�１４：００～１５：００
【知ろう！防ごう！食中毒】

食中毒を防ぐためにどうすればよいかについてわか

りやすく説明します。

長崎県島原振興局保健部

眞� 敬明 係長

第４回 ９月２４日�１４：００～１５：００
【ペットは家族の一員です！】

ペットの適切な飼い方、育て方と県の動物愛護計画

についてわかりやすく説明します。

長崎県島原振興局保健部

渡� 渡 係長

第５回 １０月１６日�１６：００～１７：００
【ジオパークとは】

ジオパークについて、現況と課題をわかりやすく説

明します。

長崎大学環境科学部

馬越 孝道 准教授

第６回 １１月２５日�１６：００～１７：００
【環境にやさしいまちづくり】

環境に配慮したまちづくりについて、都市計画など

の観点からわかりやすく説明します。

長崎大学環境科学部

渡� 貴史 准教授

第７回 １２月１４日�１４：００～１５：００
【リサイクル法ってどういうもの？】

パソコンやテレビなど、家庭から排出される廃家電

等のリサイクルシステムについてわかりやすく説明

します。

雲仙市市民生活部環境政策課

第８回 １月１９日	１６：００～１７：００
【観光はエコ活動から】

エコ活動と連携した観光のあり方について、事例等

を交えながらわかりやすく説明します。

長崎大学環境科学部

深見 聡 准教授

第９回 ２月１７日�１４：００～１５：００
【守ろう！川を、海を】

雲仙市の美しい川や海を守るための生活排水対策に

ついてわかりやすく説明します。

雲仙市市民生活部環境政策課

第１０回 ３月２日	１６：００～１７：００
【新エネルギーって何？】

地球温暖化対策として脚光を浴びている新エネル

ギーの利点、欠点についてわかりやすく説明します。

長崎大学環境科学部

小野 隆弘 教授

◆長崎大学エネルギー環境教育研究会における地域連

携活動

長崎大学エネルギー環境教育研究会の３カ年の研究

成果と共同教育実践・研究を行った佐世保市立早岐小
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産学官連携活動学校、長崎市立大園小学校、筑後市立水洗小学校、西

海市立崎戸中学校、長崎県立国見高等学校の成果を地

域に還元するために発表会（平成２２年１月２３日）を開

催した。

大学教員や学生が、日頃研究している成果を還元す

るために、長崎大学（平成２１年９月１９日）、五島市勤

労福祉センター（平成２１年１０月１７日）、西海市崎戸体

育館（平成２１年１１月１４日）で、サイエンスワールドを

開催した。特に五島市と西海市で開催されたサイエン

スワールドでは、地元の学校教員の協力を得て運営さ

れ、共に１２０～１５０名の参加者を得た。

◆市民講座「大村湾の環境保全と修復に向けて」の開

催

環東シナ海海洋環境資源研究センターの主催により

平成２１年１２月１９日に市民講座「大村湾の環境保全と修

復に向けて」を開催した。センターの大村湾に関する

調査研究成果を市民にアピールし、環境保全への関心

を啓発することが目的であり、大村湾形成史、化学物

質による汚染状況、大村湾に発生する貧酸素水塊，そ

れらの生物への影響、大村湾に生息するプランクトン

や海藻、大型動物の概要、大村湾の環境修復などをテー

マにした。この市民講座には当センターをはじめ、水

産学部、環境科学部より研究者が集い、これまでの成

果について発表を行った。また、学外の調査研究機関

（近畿大学、長崎県総合水産試験場、長崎県環境保健

研究センター、長崎県科学技術振興課、県内高等学校

SSHグループ、大村湾漁協）をはじめ大村湾の環境・

水産資源に関心を寄せる市民の参加もあり、大村湾の

環境修復に向けた取り組みについて議論を行った。そ

の概要は長崎県発行の「スナメリかわら版」に掲載さ

れている。

産学官連携による環境研究を推進し、その研究
成果の社会への還元に努める。

◆佐世保市内の公立学校における光熱水量調査を実施

し、省エネ教育活動（学校版環境 ISO）に関する教

員研修を支援

平成１８年度から２０年度の佐世保市内の公立小・中学

校における光熱水量調査を実施し、学校規模に対する

光熱水使用状況とその動向を明らかにし、各学校が取

り組むべき省エネ活動について、水、ガス、電力消費

量の観点から優先順位付けを行った（「公立学校にお

ける光熱水量動向と学習内容の提案」、日本エネルギー

環境教育学会、エネルギー環境教育研究、４（１）、４９

－５６、２００９）。また、そのデータを元に、佐世保市環

境部と教育委員会が行った小・中学校教員研修を企画

し、学校版環境 ISOの意義と実践方法について、そ

の導入に関する課題抽出や省エネルギー推進の優先順

位決め等の手法に関するワークショップを開催した。

◆各種電気電子情報機器の省エネルギー化を図る要素

技術の研究・開発を実施

２００６年の統計によると、国内の総消費エネルギーの

約２４％が電気エネルギーであり、約１兆 kWhになる。

この電気エネルギーの１％が節約できれば、１００億

kWh、金額で２０００億円の節約となる。すなわち、電気

エネルギー使用時に用いる電力変換機器の省エネル

ギー化が極めて重要な技術と考えられる。

平成２０年４月に工学部内に発足した TDK寄附講座

（エネルギーエレクトロニクス学講座）は、パワーエ

レクトロニクス技術を利用して各種電気電子情報機器

の省エネルギー化を図る要素技術を研究・開発するこ

とを目的に設置され、平成２１年度で２年を経過した。

今年度（平成２１年度）は、昨年度に引き続き電子情報

通信機器を駆動するために用いられている高効率ス

イッチング電源の性能改善に貢献できる研究を行い、

国内外の学術誌および研究会議に１９編の論文・解説記
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事を発表した。主たる論文は、当講座教授の前任機関

の九州大学との共同研究の成果であるが、一方、NTT

ファシリティーズ、産業技術総合研究所、千葉大、九

大、長崎大の５者で構成したミニコンソーシアムによ

る共同研究として、データセンターの省エネルギー化

を目指した「高電圧直流給電システムの開発」を行っ

ている。また、NEDOの委託研究として、４大学（東

北大、九大、九工大、長崎大）共同による「コンピュー

タ用電源システムの省エネルギー化の研究」も進行中

である。さらに、産学官連携を広げるために、当講座

主催のパワーエレクトロニクス・シンポジウムを平成

２２年２月１７日に開催し、７０名の参加者（産２５、学３９、

官６）による活発な議論が行われた。

◆火力発電所から排出されるフライアッシュを恒常的

に利用するシステムを検討

長崎県では平成１５年に、水産資源の保護をはじめと

する環境負荷低減の観点から、平成２０年度の海砂採取

量を最盛期の５０％とする決定がなされ、海砂採取に対

して大幅な制限がかけられた。建設資材として重要な

海砂に替わる材料の確保は必須である。一方、長崎県

内の石炭火力発電所から排出されるフライアッシュは、

産業副産物であり、その有効活用が求められている。

工学部の原田教授は、両者の問題解決のために長崎

県に働きかけ、平成２０年度に「長崎県フライアッシュ

利用促進委員会」を発足させた。同委員会は、原田教

授が中心となり、長崎県、国土交通省、電気事業者（九

州電力、電源開発）、生コンクリート製造者、施工者

で構成されている。委員会では、長崎県内の火力発電

所から排出されるフライアッシュを実務レベルで恒常

的に使用可能とするシステムを、産学官が協働して開

発・構築することを目指した。具体的には、長崎県が

発注する公共工事で使用する生コンクリートに、JIS

で規定されているフライアッシュⅡ種を全面的に混合

して使用するためのシステムづくりであり、コストが

最小となるフライアッシュの流通システムおよびフラ

イアッシュコンクリートの技術的な検討を行ってきた。

２年間という限られた時間の中で、長崎県のパイ

ロット工事等を活用し、生コン工場での製造、現場で

のフライアッシュ使用コンクリートの施工性能などの

実施工データについて、いくつかの有用な知見を得る

ことができた。しかしながら、一般に実用化するまで

には、さらなるデータの蓄積が必要であること、フラ

イアッシュの運搬・流通・貯蔵には、新たな工夫が必

要であることなどがわかった。

◆生ごみ資源化の調査を実施

農林水産省の委託を受け、生ごみ資源化の実践事例

等、自治体が生ごみを資源化するための調査を実施し、

これを報告書にとりまとめた。報告書は、

１ 全国の自治体へのアンケート

２ 生ごみ資源化に取り組んでいる１３の自治体のヒア

リング調査

３ 生ごみ資源化の政策手法

という構成になっている。本報告書は評判がよく、多

くの自治体から入手希望があった。本報告書は、農文

協（社団法人農山漁村文化協会）より２０１１年に出版予

定である。
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◆循環型社会づくりの支援、指導を実施

京都府南丹市の委託を受けて、循環型社会づくりの

支援、指導を行った。

南丹市のバイオガスプラントは非効率な運転を行っ

ている。効率のよい運転を行うためには、バイオガス

プラントで発酵させたメタン消化液を水処理せずに、

そのまま液状の肥料として農地に還元することが望ま

しい。このことで、プラントの運転コストがおよそ半

減し、一方で、農家は肥料を安く得ることができる。

しかし、従来の南丹市および京都大学の共同研究で

は、農家の合意・協力を得ることができず、液肥の利

用は進んでいなかった。そこで、委託を受けて農家調

査、農家の指導を行い、液肥の利用、プラントの効率

運転につなげている。

◆「次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術

開発・実証事業」を実施

新エネルギー開発機構（NEDO）の支援による研究

である。交流１００V AC配線と低電圧直流４８V DC配線

とを併用するシステムを対象とし、そこで必要な電気

システムや住宅を開発、設計した。また、交流・低電

圧直流システムの安全性など運用に係わる技術課題の

抽出と検討を行った。これにより、従来の交流のみの

システムと比較して、１０％以上の省エネルギー効果が

あることを実証した。さらに、直流配線と情報ネット

ワークの融合によるより大きな省エネルギー化のため

の制御技術開発を行い、省エネルギーの可能性を示し

た。
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教育研究活動�

（環境教育・環境研究）�

input output

output

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

環境影響の全体像（マテリアルバランス）

平成２１年度にて

総エネルギー投入量：５８３，４９５GJ

電気 ４４２，０５０GJ（４４，３３８MWh）

ガス ８０，４２４GJ（１，７４６k�）

重油 ６０，４５９GJ（１，５４６k�）

灯油 ４９９GJ（１４k�）

総物質投入量

コピー用紙使用量：１５３，４３０�

化学物質：PRTR対象物質（調査対象１０物質）

取扱量 ５，８１３�

その他：（数値なし）

有機溶媒、化学薬品、教育研究・医療用機材 等

水資源投入量：４２４，１３３�

市水 ３４，７７１�

井水 ３８９，３６２�

5 環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

大学の活動の成果・社会貢献

学部卒業生（１，６４４名） 共同研究受入件数（１３０件）

大学院修了者（４９４名） 受託研究受入件数（１４９件）

修 士（３６４名） 特許出願件数（４５件）

博 士（１３０名） ライセンス・オプション契約（８件）等

温室効果ガス等：
CO２排出量 ２４，７８８t

電気 １６，５８２t
ガス ３，９８２t
重油 ４，１９０t
灯油 ３４t

※上記数値は新たな換算係数による数値

化学物質排出量・移動量
PRTR対象物質排出量・移動量

クロロホルム ： １８�（大気排出）
：１，４００�（事業所外移動）

ジクロロメタン： ２８０�（大気排出）
： ５８０�（事業所外移動）

廃棄物等総排出量： （一部記載）

廃棄物最終処分量： （一部記載）

総排水量： ４２４，１３３�

P.３４

P.３５

P.３５

P.３６

P.３７

P.３９
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環境負荷の状況

総エネルギー投入量

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

3.000�

2.500�

2.000�

1.500�

1.000�

0.500�

0.00

GJ GJ/m2

総消費量（GJ）� 消費量原単位（GJ/m2）�

20年度� 21年度�19年度�

595,156
583,495

511,387

1.7800 1.7604
1.6934

年 度
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

項 目

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

電気
（MWh） ４０，２６９ ４４，７４７ ４４，３３８

ガ
ス
（�）

１３Ａ ６１７ １，８１２ １，７４５

プロパン １ １ １

重 油
（�） ２，０６８ １，６６３ １，５４６

灯 油
（�） １０ １１ １４

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

（GJ）

電 気 ４０１，４８４ ４４６，１３１ ４４２，０５０

ガ

ス

１３A ２８，６０１ ８３，５３２ ８０，４２４

プロパン ６６ ５５ ６３

計 ２８，６６７ ８３，５８７ ８０，４８７

重 油 ８０，８６９ ６５，０３４ ６０，４５９

灯 油 ３６７ ４０４ ４９９

合 計 ５１１，３８７ ５９５，１５６ ５８３，４９５

エネルギー消費量
（対１８年度比）

（GJ／�）
１．６９３４

（１０５．０％）
１．７８００
１１０．３％）

１．７６０４
（１０９．１％）

（参考）延床面積
（�） ３０１，９８０ ３３４，３６０ ３３１，４５０

新規稼働棟
（�）

文教１、文
教２
改修工事
－１７，１４９

文教２改修
工事
－７，９５３

（工学部、
教育学部）
坂本２新営
工事
４３，７６３

（新病棟・
診療棟）
坂本２改修
工事
－２５，３３６

（病院本館
�期）

文教２改修
工事
－５，５５８

（環境科学
部、学生会
館）
坂本２改修
工事
－２５，３３６

（病院本館
�期）
片淵改修工
事
－５，４０３

（経済学部
本館）

投入エネルギーの内訳

データの値は９団地（片淵・坂本１・坂本２・文教町１・文教
町２・柳谷町・島原・多以良町・時津町）とする。

�総エネルギー投入量（GJ）
平成２１年度のエネルギー投入量は前年度より約２％

減少しています。要因として坂本２団地の病棟・診療
棟の空調設備等の本格稼働後のチューニングによる省
エネの徹底が主に考えられます。

■総エネルギー投入量の推移

※単位（GJ）について
熱量換算係数は、以下の通り

電気 １MWh ９．９７GJ
ガス・都市ガス（１３Ａ）１� ４６．１GJ
ガス・プロパンガス １� １００．４６GJ
重油 １k� ３９．１GJ
灯油 １k� ３６．７GJ

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則
最終改正：平成１８年９月１９日経済産業省令第８８号に基づき算出）

�単位面積当たりのエネルギー消費量（GJ／�）
平成２１年度は前年度より床面積当たりのエネルギー

消費量が約１％減少しています。要因として、１）坂
本２団地において、病棟・診療棟の本格稼働後の空調
設備等のチューニングを行い、省エネルギー対策を徹
底したことが主な要因であると考えられます。

�投入エネルギーの内訳
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電気

ガス

重油

総物質投入量

コピー用紙

180,000�

160,000�

140,000�

120,000�

100,000�

80,000�

60,000�

40,000�

20,000�

0

kg

21年度�19年度� 20年度�

153,430
142,209�

�

166,798�

�

�

水資源投入量

水

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

2.00�

1.50�

1.00�

0.50�

0.00

m3 m3/m2

総使用量（m3）� 使用量原単位（m3/m2）�

20年度� 21年度�19年度�

1.34
1.27

1.60

447,258

424,133

482,878

水源の内訳の推移

年 度
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

項 目

上水使用量
（�）

市水 ２１，８８８ ２９，５９８ ３４，７７１

井水 ４６０，９９０ ４１７，６６０ ３８９，３６２

合計 ４８２，８７８ ４４７，２５８ ４２４，１３３

床面積当
たり上水
使用量
（対１８年
度比）
（�／�）

市水 ０．０７
（１００％）

０．０９
（１２９％）

０．１０
（１４３％）

井水 １．５３
（１０１％）

１．２５
（８２．２％）

１．１７
（７７％）

合計 １．６０
（１０１％）

１．３４
（８４．３％）

１．２７
（７９．９％）

（参考）延床面積
（�） ３０１，９８０ ３３４，３６０ ３３１，４５０

平成２１年度の電気使用量は前年度より約１％減少し
ています。これは熱帯医学研究所や工学部の研究活動
により使用量が増加したものの、坂本２団地の病棟・
診療棟の本格稼働後の空調設備等のチューニングによ
る省エネルギー対策の徹底したことが主な要因である
と考えられます。

平成２１年度のガス使用量は前年度より約４％減少し
ております。これは坂本２団地の病棟・診療棟の本格
稼働後のボイラー設備のチューニングによる省エネル
ギー対策を徹底したことが主な要因であると考えられ
ます。

重油の使用量は、年々減少しています。２１年度の減
少の要因としては、文教町１団地のボイラー設備の廃
止に伴う使用量の減少が考えられます。

使用量については、多少減少気味である。要因とし
てペーパーレス化の浸透及び大学病院の新医事システ
ムの使用方法の慣れによる用紙の軽減が考えられます。
なお、今後も各種書類等のペーパーレス化、両面コ

ピー等の省力化を行い、使用量の低減を図る予定です。

■コピー用紙使用量の推移

使用量は減少しています。要因として建物改修工事
でトイレなどに節水用水栓の導入や、省エネ対策の啓
発による節水への取組などが結果に表れていると思わ
れます。

■水資源投入量の推移
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CO２排出量

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

0.11000�

0.08000�

0.05000

t t/m2

CO2総排出量（t）� CO2排出量原単位（t/m2）�

20年度� 21年度�19年度�

0.07772

0.074790.07495

25,985
24,788

22,632

項目 単位
従来CO２
排出係数

新CO２排出係数
（九州電力�公表値）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

電気 １kWh ０．５５５� ０．３８７ ０．３８７ ０．３７４

ガス・都市ガス（１３Ａ）１� ２．２８�

ガス・プロパンガス １� ５．９３�

重油 １� ２．７１�

灯油 １� ２．４９�

年 度
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

項 目

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
（
ｔ
）

電 気 １５，５８４ １７，３１７ １６，５８２

ガ

ス

１３Ａ １，４１４ ４，１３１ ３，９７８

プロパン ４ ３ ４

計 １，４１８ ４，１３４ ３，９８２

重 油 ５，６０５ ４，５０７ ４，１９０

灯 油 ２５ ２７ ３４

合 計 ２２，６３２ ２５，９８５ ２４，７８８

床面積当り
エネルギー消費量
（対１８年度比）

（t／�）

０．０７４９５ ０．０７７７２ ０．０７４７９

（１０６．９％） （１１０．９％） （１０６．７％）

（参考）延床面積
（�） ３０１，９８０ ３３４，３６０ ３３１，４５０

CO２排出量内訳の推移

平成２１年度のCO２排出量は、前年度より約２％減少
となります。要因として坂本２団地の病棟・診療棟の
本格稼働後の空調設備等のチューニングを行い、省エ
ネルギー対策を徹底したことが主な要因であると考え
られます。今後も地球温暖化対策に向け、更に一層の
CO２排出量の削減に取組む必要があると考えています。

■CO２排出量の推移

※単位について
CO２排出量換算係数は、以下の通り

（地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
最終改正：平成１８年１２月２２日政令第３９７号に基づき算出）
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化
学
物
質
の
排
出
量
・
移
動
量

平
成
１９
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

計
医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

附
属
病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

８
，０
０３

４
，０
６６

１５
０

３
，７
８７

１
，９
０３

５０
０

５５
０

８５
３

７
，８
９２

８０
０

５
，８
２３

０
６４
６

６２
３

０
１７
，７
９８

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

１９
，６
７０

２３
８

１０
，０
００

９
，４
３２

３４
，５
５０

０
３４
，５
５０

０
８４
５
，９
９０

１５
，４
５９

７７
３
，５
０２

１
，９
９４

１８
，８
６０

３６
，１
７６

０
９０
０
，２
１１

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

８８
２

６７
４

０
２０
８

６
，３
２３

０
５５
０

５
，７
７３

５０
０

３５
３７
９

０
１６

０
７０

７
，７
０５

６３
キ
シ
レ
ン

３７
，１
１４

３１
，５
４７

５
，５
６８

０
１７
２
，９
６１

９０
，３
２９

１９
，０
０８

６３
，６
２４

７
，８
１６

７２
２
，５
１７

０
１
，１
７９

４
，０
４８

０
２１
７
，８
９１

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

２７
，２
１７

２２
，６
４４

１３
８

４
，４
３５

３０
９
，１
８５

２
，０
３２

２７
４
，８
６９

３２
，２
８４
１
，１
７０
，６
３１
１１
５
，６
０２
１
，０
５０
，２
１０

０
３
，８
７３

０
９４
６
１
，５
０７
，０
３３

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

３
，９
８７

３
，９
８７

０
０

３７
６

０
３７
６

０
１
，０
５９
，６
９６
６５
５
，７
８２

３１
７
，９
１８

７
，５
８５

６５
，１
２１

１３
，２
９０

０
１
，０
６４
，０
５９

２２
７
ト
ル
エ
ン

１５
，４
９０

１５
，０
００

０
４９
０

６
，９
２２

５３
７

０
６
，３
８５

１２
５
，４
２８

８６
，４
１８

３８
，５
７５

０
２

４３
３

０
１４
７
，８
４０

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

１０
，１
１７

６
，４
３９

３５
０

３
，３
２８

４
，１
５０

７５
０

０
３
，４
００

４
，７
６３

８７
９

２
，２
５１

０
７１
３

４１
９

５０
０

１９
，０
３０

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

１５
８

１５
８

０
０

１４
，０
００

１３
，９
５６

０
４４

２５
，８
６３

１
，１
０９

１０
，３
７５

１１
，７
４２

０
２
，６
３７

０
４０
，０
２１

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

８５
，５
２８

７８
，５
９７

５２
６
，８
７９

３７
１
，６
３２

６
，４
７７

３６
１
，６
５６

３
，４
９８

１４
８
，１
９２

２１
０

１
，５
５６
１０
８
，０
００

９９
３８
，３
２７

０
６０
５
，３
５２

計
４
，５
２６
，９
４０
�

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

P
R
T
R
と
は

（
P
ol
lu
ta
nt
R
el
ea
se
an
d
T
ra
ns
fe
r
R
eg
is
te
r：
化
学
物
質
排
出
移
動

量
届
出
制
度
）
と
は
、
有
害
性
の
あ
る
多
種
多
様
な
化
学
物
質
が
、
ど
の
よ

う
な
発
生
源
か
ら
、
ど
れ
く
ら
い
環
境
中
に
排
出
さ
れ
た
か
、
あ
る
い
は
廃

棄
物
に
含
ま
れ
て
事
業
所
の
外
に
運
び
出
さ
れ
た
か
と
い
う
デ
ー
タ
を
把
握

し
、
集
計
し
、
公
表
す
る
仕
組
み
で
す
。

対
象
と
し
て
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
た
化
学
物
質
を
製
造
し
た
り
使
用
し
た

り
し
て
い
る
事
業
者
は
、
環
境
中
に
排
出
し
た
量
と
、
廃
棄
物
や
下
水
と
し

て
事
業
所
の
外
へ
移
動
さ
せ
た
量
と
を
自
ら
把
握
し
、行
政
機
関
に
年
に
１

回
届
け
出
ま
す
。

－
環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
－

ht
tp
://
w
w
w
.e
nv
.g
o.
jp
/c
he
m
i/p
rtr
/a
bo
ut
/a
bo
ut
-1
.h
tm
l

長
崎
大
学
坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
、
２
お
よ
び
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
は
、
P
R
T
R
法
（
化
学
物
質
排
出

把
握
管
理
促
進
法
）
対
象
事
業
所
に
該
当
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
環
境
安

全
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
部
門
で
は
、
各
キ
ャ
ン
パ
ス
ご
と
に
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱

量
を
調
査
・
集
計
し
、
一
定
量
以
上
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
環
境
中
へ
の
排
出
量
お
よ
び
廃
棄
物
等

と
し
て
の
移
動
量
と
し
て
報
告
し
て
い
ま
す
。
取
扱
量
の
調
査
は
、
平
成
１４
年
度
か
ら
開
始
し
て
お

り
、
過
去
の
集
計
結
果
は
す
べ
て
環
境
安
全
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
部
門
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て

い
ま
す
（
ht
tp
://
w
w
w
.e
p.
na
ga
sa
ki
-u
.a
c.
jp
/p
rt
r/
pr
tr
.h
tm
）。

平
成
２１
年
度
の
調
査
で
は
、
取
扱
量
が
１
ト
ン
を
超
え
た
物
質
は
、
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
の
ク
ロ
ロ

ホ
ル
ム
お
よ
び
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン
と
な
り
ま
し
た
。
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平
成
２０
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

合
計

医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

附
属
病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

３
，７
３１

２
，８
７６

１５
０

７０
５

１
，７
４５

５２
５

０
１
，２
２０

６
，４
９８

１
，０
３３

４
，４
７５

０
３１
０

６８
０

０
１１
，９
７４

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

７
，９
３４

１８
３

５
，０
００

２
，７
５１

２５
４

０
１８

２３
６

５２
２
，８
７７

９
，７
４１

４８
９
，９
４４

１
，１
１３

１４
，１
４８

７
，９
３１

０
５３
１
，０
６５

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

４０
４

３２
９

０
７５

９
，６
８０

０
０

９
，６
８０

９３
１

３５
４８
４

０
２２

３９
０

０
１１
，０
１５

６３
キ
シ
レ
ン

２０
２
，２
７８

１９
５
，０
４７

３
，０
００

４
，２
３１

１８
３
，１
５６

６３
，７
４０

７７
，１
７６

４２
，２
４０

７
，９
８４

０
１
，７
１６

０
５４
５

５
，７
２３

０
３９
３
，４
１８

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

２６
，４
５２

２２
，４
７９

９２
３

３
，０
５０

３４
４
，６
１９

２３
，５
８８

２８
６
，０
８３

３４
，９
４８
１
，２
４８
，８
８２

９８
，０
０６
１
，１
４６
，９
６０

０
１
，８
９４

５２
０

１
，５
０２
１
，６
１９
，９
５３

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

７
，８
００

７
，８
００

０
０

０
０

０
０

９９
６
，８
２８
７２
５
，８
５１

２０
１
，９
９４

３１
９
５４
，６
１７

１３
，９
８７

６０
１
，０
０４
，６
２８

２２
７
ト
ル
エ
ン

２
，５
９８

２
，５
９８

０
０

２８
，６
６７

２８
，５
８０

０
８７

１５
７
，９
７８

７９
，７
６７

７５
，７
７２

１
，４
３０

９
１
，０
００

０
１８
９
，２
４３

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

１１
，０
３９

９
，５
２６

５４
８

９６
５

４
，６
１７

３３
０

１３
７

４
，１
５０

２
，４
２０

６３
５

９４
８

０
１５
７

６８
０

０
１８
，０
７６

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

６１
，５
３０

６１
，５
３０

０
０

２
，８
７６

２
，８
３２

０
４４

１０
，３
３８

１
，６
５０

５
，０
３３

４０
２

９
３
，２
４４

０
７４
，７
４４

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１２
９
，５
７２

１２
３
，７
１３

１
５
，８
５８

７１
０
，０
０３

２７
，６
７１

６７
８
，１
８８

４
，１
４４

４１
，６
７２

３３
８

２
，５
６９

０
１５
４
３８
，６
１１

０
８８
１
，２
４７

平
成
２１
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

合
計

医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
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平成１９年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２１ ２１０ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ３．２ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７８０ ３９０ ０．０２４

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 １５ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 １，１００ ０．０

平成２０年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

平成２１年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ）

排

出

量

大気への排出 １８ ２８０ ０．００９９

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所における土
壌への排出埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．１ ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 １４００ ５８０ ０．０３６

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４７６
９４
５９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１６
１５８

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４６５
８６
５７

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１０４
１５７

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４４５
８１
６０

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１２
１６６

取扱量が１トンを超えた文教キャンパスのクロロホ

ルム、ジクロロメタンおよび特別要件に該当するダイ

オキシン類については、排出量および移動量を調査し、

その結果を長崎県に報告しました。クロロホルムの排

出・移動量は、平成２０年度から３割、平成１９年度から

８割増加しており、調査を開始した平成１４年度以降で

最多となりました。PRTR法では、人や生態系に有害

な恐れがある化学物質を調査対象としています。クロ

ロホルム等をはじめとするこれらの化学物質の取扱量

削減への取り組みは、環境リスクの低減に向けた今後

の検討課題といえます。

ごみの減量化、リサイクル推進のため、以下の廃棄

物区分のもとに収集を行っています。

� 一般廃棄物（事業系ごみ）

・可燃ゴミ（紙、木、繊維等）

・不燃ゴミ（プラスチック・金属 等）

・再資源ゴミ

（新聞紙、上質紙等）

（アルミ缶、ペットボトル）

� 特別管理一般廃棄物

・感染性一般廃棄物

� 産業廃棄物

・廃プラスチック・ゴム類

・ガラス類（２５０�未満の試薬瓶）
・２５０�以上の割れていないガラス製試薬瓶
・金属類

� 特別管理産業廃棄物

・感染性産業廃棄物

・薬品等

（廃油・有機系実験系廃液・無機系実験系廃液に

ついては、学内で定期的に分別収集し、廃液処理

施設において処理されています。）

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

ここでは、外部の業者に処理委託を行っているキャ

ンパス２箇所（文教・坂本）における一般廃棄物、非
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有機系廃液回収量� 無機系廃液回収量�
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37,486�

�

39,076�

�36,410�

�

3,431�

�

3,206�

�

3,232�

�

輸送に係る環境負荷の状況

年 度 １９年度 ２０年度 ２１年度

重 油 ４０９，０８６ ４５５，１１６ ５３５，２２７

軽 油 １９３，８８５ １９２，５７１ １８４，１０５

単位：�

感染性産業廃棄物（プラスチック、ガラス、陶磁器）

及び感染性産業廃棄物の排出実績について集計してい

ます。

■実験系廃液回収量

実験廃液回収量は、平成１８年度頃まで増加し続けて

きましたが、その後は実験廃液削減の努力が実を結び、

有機系、無機系廃液の合計で４万リットル前後を維持

しています。今後も引き続き、薬品の効率的な使用等

による実験廃液削減の努力が求められます。

水産学部練習船（長崎丸、鶴洋丸）について、燃料

使用量を以下に記載します。
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環境負荷の低減に向けた取組の状況

従来の水銀灯ランプ外灯 省エネランプの外灯

高効率変圧器

…省エネルギーのための取組…

�改修に伴う環境対策
・学内の外灯は、夜間の保安上必要不可欠なものですが、これまでの水銀灯ランプは、消費電力が大きいもので

した。近年、従来の器具と照度が同等で消費電力の少ない（４７％減）の器具に更新し、学内全団地の整備を行っ

ています。

この外灯照明器具は、消費電力が少ないとともにランプ寿命が６万時間と長寿命でランプ交換コストの軽減に

も寄与しています。

平成２１年度は、文教町２団地で４基、片淵団地で４基更新し、年間３，０４０kWh（５世帯相当分）を節減するこ

とができました。

・変圧器は、九州電力からの高圧電力を低圧電力に変

換するもので、電気設備では、重要な機器です。

この変圧器は、鉄と銅で作られていて、電気を使用

しても使用しなくても常に電力損失が発生します。近

年この損失を改善した変圧器の開発が促進されてきま

した。

建物改修に伴い、高効率変圧器を１５台更新し、年間

８，１７０kWh（１４世帯相当分）を節減することができ

ました。
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太陽光発電設備

LED照明器具を設置した事務室（改修後）

一般照明器具を設置した事務室（改修前）

節水型便器

・太陽光発電設備の設置

文教町１団地で附属幼稚園及び附属中学校校舎屋上

に、文教町２団地で環境科学部本館及び学生会館の屋

上に太陽光発電設備を設置しました。

文教町１団地：３２．８（kW）

文教町２団地：６．４（kW）

・節電

校舎改修工事等で、個別消灯が可能な照明器具及び LED照明器具に更新し、節電対策を行いました。そのうち

環境科学部本館改修においては、全照明器具のうち約３７％を LED化しました。また試行として、事務室の照明器

具をすべて LED化し、照明負荷の省エネルギー検証を行っています。

・節水

トイレの便器を１０６個節水型に改修し，年間約８，１００

�（３２世帯相当分）を節水することができました。特
に女性教職員及び女子学生が多い医学部保健学科では、

学内ESCO事業として節水型便器への更新を行い、

積極的な節水対策を行いました。
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屋上緑化

ライトシェルフ

・屋上緑化

平成２１年度の工事で、経済学部本館屋上の一部を屋

上緑化を行い、空調エネルギーの軽減を図りました。

・ライトシェルフ

平成２１年度の工事で、経済学部本館南側の窓面にラ

イトシェルフを設置し、照明及び空調エネルギーの軽

減を図りました。
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○グリーン購入・調達の状況

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給面の取組」に加え、「需要面からの取組が重要である」という

観点から、平成１２年５月に循環型社会形成推進基本法の個別法のひとつとして「国等による環境物品等の調達の

推進等に関する法律（グリーン購入法）」が制定されました。

同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を推進すると

ともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより、需要の転換を図り、持続的発展が可能な社

会を構築を推進することを目指しています。また、国等の各機関の取組に関することのほか、地方公共団体、事

業者及び国民の責務などについても定めています。（グリーン購入ネットワークホームページより引用）

グリーン購入・調達の事例

・古紙や合法性の確認がとれた木材（森林認証材等）を使用した紙、再生材使用や詰替型等の事務用品、省エネ

性能の高い事務機器、低公害車、再生材を使用した原材料等

平成２１年度特定調達品目調達実績

分 野 �目標調達率 �総調達量 �特定調達物品
等の調達量

�特定調達物品
等の調達率

＝�／�

�目標達成率
＝�／�

紙類（７品目）

コピー用紙 １００％ １５３，４３０．００� １５３，４３０．００� １００％ １００％

フォーム用紙他 １００％ ２１，２４７．００� ２１，２４７．００� １００％ １００％

文具類（６８品目）

シャープペンシル他 １００％ ３６，９８３本 ３６，８８３本 １００％ １００％

ファイル他 １００％ ３７，８７４冊 ３７，８７４冊 １００％ １００％

事務用封筒（紙製） １００％ ５１０，７６８枚 ５１０，７６８枚 １００％ １００％

シャープペンシル替芯他 １００％ ３８，０８７個 ３８，０８７個 １００％ １００％

オフィス家具等（１０品目） １００％ ４，７３６台 ４，７３６台 １００％ １００％

ＯＡ機器（１７品目）

購入 １００％ ２，５０２台 ２，５０２台 １００％ １００％

リース・レンタル（新規） １００％ １３７台 １３７台 １００％ １００％

リース・レンタル（継続） １００％ ４，２６８台 ４，２６８台 １００％ １００％

記録用メディア・カートリッジ等 １００％ ７７，４０１個 ７７，４０１個 １００％ １００％

家電製品（４品目） １００％ １９３台 １９３台 １００％ １００％

エアコン等（２品目） １００％ ９７台 ９７台 １００％ １００％

照明（４品目）

蛍光灯照明器具 １００％ １５台 １５台 １００％ １００％

蛍光ランプ １００％ ５，４９８本 ５，４９８本 １００％ １００％

電球形状のランプ １００％ １１９個 １１９個 １００％ １００％

自動車（１品目） １００％ １台 １台 １００％ １００％

制服・作業服（２品目） １００％ ３，６７５着 ３，６７５着 １００％ １００％

インテリア・寝装寝具（６品目） １００％ １，９９４枚 １，９３７枚 ９７％ ９７％

作業手袋（１品目） １００％ ４８８組 ４８８組 １００％ １００％

その他繊維製品（２品目） １００％ ２３枚 ２３枚 １００％ １００％
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第１中期目標・中期計画期間（平成１６年度～平成２１年度）での
エネルギー使用のまとめと今後の方針について

平成１６年４月から国立大学は一法人として装いを新たに歩みだした。経営的視点を重視した運営が求められ、

エネルギー使用に関しても当然、省エネを推進するよう平成２０年６月に「長崎大学地球温暖化対策に関する実施

計画」を策定し「長崎大学から排出される温室効果ガスの排出量を、国立大学法人として活動を開始した２００４年

度（平成１６年度）を基準とし、対象期間において原単位面積あたり８％以上の削減を目標とする」とし公表した。

あわせて、「温室効果ガス排出量の削減行動計画」を定め、これにのっとり低公害車の導入、ノーマイカーデー

の実施、両面コピーによる用紙節約、再生紙の利用、省エネ機器の導入、昼休みの消灯、空調温度の管理、節水

など積極的に取り組んできたところである。

しかし、地域貢献としての新病棟建設や研究施設の増設（４７，８８０�）をはじめとして、耐震・老朽改善による
教育・研究拠点の再生事業（５３，８４０�）を進め、法人化後だけでも新たに共同研究スペースを４，４１３�創出した。
この結果、空調化された良好な室内環境が活発な利用をうながし、絶対量としての平成２１年度の総エネルギー使

用量は省エネ機器採用をもってしても、法人化した平成１６年度比で１１．６％増加せざるを得ないものとなった。CO２
排出量も絶対量では平成１６年度比で８．５％増であるが、前年度の平成２０年度比では△２．２％の減少であった。

一方、水使用量についてはトイレ改修の際に節水型便器やセンサー付き水洗の採用、蒸気ボイラーから個別空

調機（ガス式及び電気式）への転換により、大幅に減少したところである。

今後は廊下やトイレなどを除いた空調化された延べ床面積（以下「空調面積」という）で総エネルギー使用量

を除した原単位あたりのエネルギー使用量をもって、教育研究の活性化と事務部門など管理部門での省エネ効果

を、詳細に検証する必要があると考えている。施設整備による空調面積の増加等は診療・治療や教育・研究の発

展に不可欠な基盤設備であり、医療環境の格段な改善による効果や多くの研究成果につながったと認識しており、

たとえば、工学部の濱田剛先生のゴードンベル賞受賞など顕著な例である。

なお、平成２０・２１年度で学内の照明・換気・空調など各室データを収集し、電子データとしての設備台帳を完

成させた。このデータを基に学内の建物毎・団地毎にエネルギー消費構造の分析を行い、エネルギー使用の合理

化の効果が期待出来るものから、省エネ法に基づいた中長期計画を立案していく予定である。

第２中期目標・中期計画期間（平成２２年度～平成２７年度の６年間）の方針であるが、平成２０年度に「エネルギー

使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）」（以下「省エネ法」という）が改正され、平成２２年度から実

効的な対策が求められている。このため、本学の関連規程も全面的に見直し、省エネ推進責任者を各部局長が直

接務めることとし、かつ、それぞれの学科等単位に省エネ推進員を配置し、管理基準の設定や巡視を行う。

こうしたことにより、部局毎の責任で省エネをきめ細かく推進できる体制となるとともに、環境教育面で学生

に参加をうながしていきたい。すでに環境科学部の学生はゴミの分別や照明の消灯、空調温度などの監視を行っ

ている状況でもある。
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総消費量（GJ）�

電　力�

ガ　ス�

重　油�

灯　油�

平成16年度� 平成17年度� 平成18年度� 平成19年度� 平成20年度� 平成21年度�

409,717 406,808 398,348 401,484 446,131 442,050

24,137 24,611 23,498 28,667 83,995 80,878

89,017 91,455 84,358 80,869 65,034 60,459

0 0 0 367 404 499
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500,000�
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300,000�
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総排出量 t

電　力�

ガ　ス�

重　油�

灯　油�

平成16年度� 平成17年度� 平成18年度� 平成19年度� 平成20年度� 平成21年度�

22,808 22,646 22,175 22,349 24,835 24,608

1,256 1,217 1,163 1,418 4,153 3,999

6,170 6,339 5,847 5,605 4,507 4,190

0 0 0 0 0 　�
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20,000�

15,000�
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0

総使用量m3

総使用量m3

700,000�

600,000�
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400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0
平成16年度� 平成17年度� 平成18年度� 平成19年度� 平成20年度� 平成21年度�

640,469 542,759 496,747 482,878 447,258 424,133

長崎大学第１中長期計画期間 推移

総エネルギー投入量の推移

CO２排出量の推移

水資源投入量の推移
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ウ
ッ
ド
デ
ッ
キ
築
造
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト（
前
編
）�

文教キャンパス�
生
協
食
堂
の
お
昼
ど
き
の
混
雑
を

解
消
し
て
ほ
し
い
…
。

そ
ん
な
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
の
学
生
た
ち
の

長
年
の
願
い
が
か
な
う
日
が

や
っ
て
き
ま
し
た
。

は
じ
ま
り
は
、工
学
部
の
ひ
と
り
の

学
生
の
発
案
か
ら
。

間
も
な
く
、志
を
ひ
と
つ
に

学
部
を
越
え
て
集
ま
っ
た

学
生
た
ち
に
よ
っ
て

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
始
動
し
ま
し
た
。

全
国
的
に
も
類
を
見
な
い

学
生
発
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
を

２
回
シ
リ
ー
ズ
で
お
届
け
し
ま
す
。

【
学
生
の
力
で
何
と
か
し
た
い
】

入
学
以
来
、毎
日
の
よ
う
に
利
用
し
て
き
た

生
協
食
堂
。お
昼
ど
き
は
た
い
へ
ん
混
み
合
い
、多

く
の
学
生
が
混
雑
解
消
を
願
っ
て
い
ま
し
た
。生

協
食
堂
の
東
側
に
は
雑
草
に
覆
わ
れ
た
広
い
ス

ペ
ー
ス
が
あ
り
、う
ま
く
使
え
ば
混
雑
の
解
消
に

つ
な
が
る
。土
木
・
構
造
・
環
境
を
学
ん
で
い
る
私

に
と
っ
て
、こ
の
場
所
に
ウ
ッ
ド
デ
ッ
キ
を
築
造
す

る
と
い
う
こ
と
は
、ご
く
自
然
な
発
想
で
し
た
。

３
年
生
の
夏
、「
も
の
づ
く
り
」が
好
き
な
工
学

部
の
仲
間
に
そ
の
話
を
持
ち
か
け
た
と
こ
ろ
、

「
や
る
し
か
な
い
」と
、み
な
が
賛
同
し
、す
ぐ
に

動
き
出
す
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

長
崎
大
学
に
は「
夢
募
集
」と
い
う
、学
生
の

夢
の
実
現
を
応
援
す
る
学
内
公
募
が
あ
り
ま
す
。

選
ば
れ
た
ら
私
た
ち
の
夢
が
実
現
で
き
る
と
思

い
、「
ウ
ッ
ド
デ
ッ
キ
築
造
」の
企
画
書
を
つ
く
っ
て

提
出
し
、最
終
選
考
会
ま
で
残
り
、発
表
を
し

ま
し
た
。そ
の
結
果
、企
画
大
賞
を
受
賞
。実
は

応
募
前
、「
大
学
の
施
設
を
学
生
が
つ
く
る
こ
と

は
前
例
が
な
く
、制
限
も
多
い
だ
ろ
う
か
ら
、実

現
は
む
ず
か
し
い
」と
い
う
の
が
周
囲
の
意
見
で

し
た
。そ
れ
に
も
関
わ
ら
ず
、企
画
大
賞
を
い
た

だ
い
た
の
は
、自
分
た
ち
の
力
で
何
と
か
し
た
い

と
い
う
熱
意
が
大
学
に
伝
わ
っ
た
か
ら
だ
と
思
っ

て
い
ま
す
。そ
れ
を
受
け
止
め
て
く
れ
た
学
長
、

副
学
長
、審
査
員
の
先
生
方
に
と
て
も
感
謝
し

て
い
ま
す
。

こ
れ
を
機
に
、学
部
を
越
え
て
多
く
の
同
志

が
集
い
、ま
さ
に
大
学
が
一
つ
と
な
っ
て
、プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は
本
格
的
に
始
動
し
た
の
で
す
。 ウッドデッキ築造の発案者

プロジェクト代表
しゅん

松本峻さん
（工学部４年）

「
夢
募
集
」企
画
大
賞

○ウッドデッキ築造プロジェクト

CHOHO vol．３１より抜粋

6 学生の自主活動
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作業の流れ�

9月�

10月�

11月�

12月�

◎後半の作業は次号でご紹介します。�

【ウッドデッキ築造プロジェクトのホームページ】http://starleague.web.fc2.com/nagasaki_univ/index.htm�
�

長崎大学ウッドデッキ� 検索�検索�

【
大
学
の
施
設
を
つ
く
る
と
い
う
こ
と
】

生
協
食
堂
の
混
雑
は
、大
学
に
と
っ
て
も
長
年

の
懸
案
事
項
の
ひ
と
つ
で
あ
り
ま
し
た
。私
た
ち

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、ま
ず
、大
学
の
施
設
部
の
応

援
を
受
け
、設
計
や
見
積
も
り
の
作
業
を
入
念

に
行
い
ま
し
た
。学
内
の
施
設
は
す
べ
て
大
学
が

管
理
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、築
造
に
際
し
て
安

心
・
安
全
な
建
築
物
と
し
て
の
さ
ま
ざ
ま
な
基

準
を
守
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。し
か
も
今

回
は
、１
３
０
人
収
容
の
巨
大
な
ウ
ッ
ド
デ
ッ
キ

の
建
設
と
い
う
こ
と
で
、大
学
の
施
設
部
の
方
と

何
度
も
会
議
を
重
ね
る
中
、私
た
ち
の
設
計
は

厳
し
い
プ
ロ
の
目
に
さ
ら
さ
れ
、さ
ま
ざ
ま
な
変

更
を
余
儀
な
く
さ
れ
ま
し
た
。さ
ら
に
、設
計
を

よ
り
屈
強
な
も
の
と
し
た
こ
と
で
、予
算
も
当
初

の
計
画
の
３
倍
近
く
に
ま
で
膨
れ
上
が
り
ま
し

た
。自
分
た
ち
の
計
画
と
は
い
え
、動
き
出
し
た

現
実
に
、身
が
引
き
締
ま
る
思
い
で
し
た
。

【
全
国
初
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
】

学
生
が
大
学
の
施
設
の
建
築
を
企
画
し
、大

学
側
が
学
生
に
工
事
を
任
せ
る
と
い
う
事
例
は

他
に
は
あ
り
ま
せ
ん
。全
国
初
の
快
挙
で
す
。

作
業
前
に
は
代
表
自
ら
段
取
り
を
し
、朝
礼

に
お
い
て
、安
全
を
確
認
し
て
作
業
を
行
う
こ
と

を
み
ん
な
で
約
束
し
、現
場
に
入
り
ま
す
。工
事

は
、全
員
が
力
を
合
わ
せ
た
こ
と
で
何
と
か
順
調

に
進
み
、完
成
も
間
近
に
迫
っ
て
い
ま
す
。

私
た
ち
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
は
、大
学
の
教
職
員
や

地
元
の
木
工
所
の
方
な
ど
多
く
の
方
々
の
支
援

と
励
ま
し
に
大
き
く
支
え
ら
れ
て
い
ま
す
。こ
の

よ
う
な
機
会
を
与
え
て
い
た
だ
き
、感
謝
の
気
持

ち
で
胸
が
い
っ
ぱ
い
で
す
。本
当
に
あ
り
が
と
う

ご
ざ
い
ま
す
。

（
平
成
２２
年
２
月
現
在
）

●着工前の現場
活用されることもなく雑草が生い
茂った状態だった。右側の建物が
生協食堂。

●大学の施設部と打ち合わせ
学生の計画を基本に、安全性や耐
震性、予算などについて着工直前
まで何度も話し合い、結果、材料や
サイズなどを変更。予算も大幅に
増えることに。

●束石（基礎石）の設置
全１２７個の束石を並べたところ。この後、１個ずつレーザー
基準装置で計測して水平さと高さを揃えながらモルタルで
固定。誤差が許されないシビアな作業が続く。

●木材の防腐処理
最初は防腐剤の液が入った容器に木材を浸す方法で行ってい
たが、仕上がりと効率の良さから、１本ずつ手作業で塗ることに。
束柱、梁、根太、床板など何百本も処理する根気のいる作業。

★「学生ものづくりアイディア展
in 新潟」で優秀賞受賞

新潟大学、富山大学、長崎大学の選抜１５
チームが参加。機械・電気系の出展が占め
る中、本プロジェクトは唯一の
建築・土木系だった。多くの人
の役に立つという点などが評
価された。

●床板を張る�
最後まで安全第一で遂行できることを手づくりの神棚に祈る松本代表。
大半の床板が張られたことで、ウッドデッキの表情が明確になった。

●根太の組み上げ
中村木工所のアドバイスを受け、梁の上
にきれいに根太を組み上げた。いよいよ
床板張りへ。

●床板を張る�
床板を一枚ずつ土
台の根太へ固定。

●束柱の上に梁をわたす
デッキを支える土台づくり。束石の上に束
柱を立て、その上に梁をわたしたところ。

●基礎コンクリートの点検
業者の作業後、コンクリートの高さ
の誤差を測量して入念にチェック。

●整地と
基礎コンクリート打設

工事現場をカラーコーンやポー
ルで囲み、生協食堂側の窓に
防音・安全シートを張る。整地
は、重機の運転免許を持つ学
生がやる予定だったが、危険を
伴うことから業者に依頼。

★本プロジェクトが「学生ものづくり
アイディア展 in 長崎」で銀賞受賞

（２週間後、新潟で行われるコンテストに出場決定）

●工期：平成21年9月～平成22年3月
●デッキの広さ：300�（130人収容）
●デッキ材：レッドシダー、杉（熊本、宮崎産）

DATA

★「夢募集」企画大賞受賞
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CHOHO vol．３２より抜粋
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○学生サークル「っじゃすみん」のリユース市

環境をテーマに活動している学生サークル「っじゃ

すみん」は創設以来毎年リユース市を開催しており、

今年も３月末に開催した。卒業生の残していった家

具・家電などを新入生に引き継いでいくことにより有

効利用を図ろうとするものであり、新入生にも喜ばれ

ている。

○チャリ再生法研究会の自転車再生

「自転車再生員会」として活動してきたが今年から

「チャリ再生法研究会」として学内サークルに登録さ

れた。学内に放置されている廃自転車を修理再生し、

再活用を図るための活動を続けている。
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環境報告書 Vol．６ ２０１０年５月２８日

《ISO１４００１認証取得》

長崎大学生活協同組合は、２００４年１月２８日に ISO１４００１認証取得をいたしました。
当時、大学生協単独での取得は全国初であり、同時に取得した鹿児島大学生協、佐賀大学生協とともに全国
の大学生協の認証取得に向けた活動の草分けとなりました。
長崎大学生協は、組合員とともに環境保全活動を推進し、環境配慮に貢献できる学生を育成することで「長
崎大学環境配慮の方針」の実現に貢献し、社会的に価値ある存在になりたいと願っています。

7 長崎大学生活協同組合との連携
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専務理事（常勤役員）�

内部環境監査員�

環境管理責任者� 環境管理委員会�

ＩＳＯ事務局�

総務部�文教食堂�文教店�

《環境方針》

長崎大学生協は、組合員の意志によって作られました。長崎大学生協の役割は、協同互助の精神に基づき
民主的運営により組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目的としています。
環境保全活動が商品、サービス、及びすべての活動の基礎的な取り組みであると認識し、可能な範囲にお

いて、目的・目標を設定し、見直す枠組みを与え、環境保全活動を以下のとおり、継続的改善と汚染の予防
を推進します。

�環境側面に関係する法規制、条例、その他受け入れを決めた要求事項を遵守します。
�長崎大学生協文教キャンパス施設において、電気、ガス、水の使用量削減、廃棄物の削減、リサイクル活
動をすすめます。

�環境保全活動を推進するため、環境マネジメント推進組織を整備し、全職員が活動できるようにします。
�内部環境監査を実施し、自主管理による環境マネジメントシステムの維持向上に努めます。
�環境教育、内外の公表を行い、全職員の環境方針の理解と環境に関する意識の向上を図ります。

＝＝環境方針はパンフレットなどを作成し、長崎大学生協内外に広く公表します。＝＝

２００８年２月１３日
長崎大学生活協同組合 専務理事 山下 毅

《環境管理体制組織図》

《２００９年度活動記録》
・環境管理委員会（３／４、４／７、５／８、６／３、７／８、８／５、８／２１、９／３、１０／５、１１／４、

１１／２４、１２／９、１／７、２／３）
・内部環境監査（８／２０）
・一般教育（８／６、８／７）
・特別教育（１０／２６、１０／２７）
・一般特別教育（１１／１７）
・内部監査研修（８／２０、環境科学部主催セミナー参加）
・初期研修（随時）
・特別教育（１２／２８、消防訓練）
・更新審査（１１／２５、１１／２７）
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■ ガス使用量（�）

《環境目標》 （環境マネジメントプログラムより）

１．電力の使用量削減
�照明器具の適切な管理による節電
�エアコンの温度管理による節電
�コピー機やパソコンの適切な管理による節電
�手順書に基づいて運用管理

２．ガスの使用量削減
�エアコンの適切な管理による削減
�エアコンの温度管理による削減

３．水の使用量削減
�手順書に基づいた運用管理

４．生ゴミ廃棄の削減
�手順書に基づいた運用管理

５．弁当容器のリサイクル率アップ
�リサイクルの組合員への広報
�内部作業として売れ残り弁当容器のリサイクル
�より効果的な回収方法の検討と実施

《２００９年度の取り組み状況》

１．電力の使用量削減
文教キャンパスの生協施設の電気使用量を削減し、
環境負荷の軽減と同時に施設のコスト抑制に貢献
することを目的に、取り組んでいます。

照明、コピー機、パソコン、エアコンの適切な管
理により、２００９年度は２００６年度の２％の削減を目
標にしていました。

２．ガスの使用量削減
文教キャンパスの生協施設のガス使用量を削減し、
環境負荷の軽減と同時に施設のコスト抑制に貢献
することを目的に、取り組んでいます。測定数値
は文教店のエアコンの都市ガス使用です。

エアコンの適切な管理により、２００９年度は２００６年
度の２％削減を目標にしていました。
累計で目標値をクリアしましたが、月によって大
きな差がありました。
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■ 文教食堂水の使用量（�）３．水の使用量削減
文教食堂で使用する水の使用量の削減に２００６年度
から新たに取り組み始めました。
２００９年度は対２００６年度の客数伸長率を乗じ、その
２０％の削減を目指すことで取り組みました。

厨房から脂分を流さないという取り組みを強化す
る過程の中で、食器洗浄をため洗いにしました。
そのことで、大幅に水の使用料削減が実現できて
います。

４．生ゴミ廃棄の削減
文教食堂は生ゴミ廃棄量が年間１００トン未満であ
り、食品リサイクル法の適用は受けませんが、自
主的に生ゴミ削減の取り組みを開始しました。

２００９年度は対２００６年度の客数伸長率を乗じ、その
４％の削減を目指すことで取り組みました。

客数の伸長を考慮し目標数値を作りましたがクリ
アできませんでした。
目標数値の見直しも含めて今後の取り組みについ
て検討します。

５．弁当容器のリサイクル
生協オリジナル弁当の容器を回収し、別用途での
再利用を図ることにより、ゴミの量を軽減するこ
とを目的に取り組んでいます。

２００４年度は回収方法・再利用方法を調査・検討す
る段階を目標としてスタートし、２００５年１月より、
丼類の弁当容器の回収を開始しました。
０５年３月～０６年２月の回収状況は累計で回収率
２８％でした。

２００９年度は６０％近い回収率となっています。
環境系サークルが店内にリサイクル推進のポス
ターを掲示するなど、組合員参加型の活動が始
まっています。

今後は、回収方法、回収場所の新たな検討が必要
となっています。

■ 生ゴミ廃棄量（�）

■ デポジット弁当容器回収（個）
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■ 段ボール回収量（�）６．その他
環境プログラムとして設定していませんが、ダン
ボール回収・再利用（全体）コピー用紙利用削減
（文教食堂）も引き続きデータを取りながら活動
しています。

その他、カップ自販機紙カップのデポジットによ
る回収やペットボトル回収の取り組みをおこなっ
ています。
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記載事項等の手引き
環境報告ガイドライン（２００７年版）

による項目
長崎大学環境報告書２００９

目次

［１］事業活動に係る環境
配慮の方針等

（告示第２の１）

［１］基本的項目
BI‐１経営責任者の緒言
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１環境マネジメントの状況
（MP‐１‐１事業活動における環境配慮の方針）

学長緒言

長崎大学環境配慮の方針

［２］主要な事業内容、対
象とする事業年度等

（告示第２の２）

［１］基本的項目
BI‐２報告にあたっての基本的要件
BI‐３事業の概況（経営指標を含む）

はじめに
１ 活動概況

［３］事業活動に係る環境
配慮の計画

（告示第２の３）

［１］基本的項目
BI‐４環境報告の概要
（BI‐４‐２事業活動における環境配慮の取組に関する
目標、計画及び実績等の総括）

２ 環境配慮の計画と実績の要約

［４］事業活動に係る環境
配慮の取組の体制等

（告示第２の４）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１環境マネジメントの状況
（MP‐１‐２環境マネジメントシステムの状況）

３ 環境マネジメントシステム
・組織体制
・環境配慮の取組の経緯

［５］事業活動に係る環境
配慮の取組の状況等

（告示第２の５）

［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた
取組の状況

OP‐１総エネルギー投入量及びその低減対策
OP‐２総物質投入量及びその低減対策
OP‐３水資源投入量及びその低減対策
OP‐４事業エリア内で循環的利用を行っている物質量

等
OP‐５総製品生産量又は総商品販売量
OP‐６温室効果ガスの排出量及びその低減対策
OP‐７大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減

対策
OP‐８化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
OP‐９廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその

低減対策
OP‐１０総排水量等及びその低減対策
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐６グリーン購入・調達の状況
MP‐８環境に配慮した輸送に関する状況

５ 環境負荷及びその低減に向け
た取組の状況

・環境影響の全体像
・環境負荷の状況
・環境負荷の低減に向けた取組
の状況

［６］製品・サービス等に
係る環境配慮の情報

（告示第２の６）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１２環境負荷低減に資する製品・サービスの状況
［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた

取組の状況
OP‐５総製品生産量又は総商品販売量

４ 環境の保全に関する教育研究
活動
�環境配慮の計画と実績の要約
の中の環境教育活動、環境研究
活動、国際連携活動、産学官連
携活動、地域連携活動のうち特
色のあるものを抜粋して記載。

［７］その他
（告示第２の７）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐２環境に関する規制の遵守状況
MP‐１０環境コミュニケーションの状況

６ 学生の自主活動
７ 長崎大学生活協同組合との連

携

事業者の創意工夫により充
実が望まれる項目

［１］基本的項目
BI‐４環境報告の概要
BI‐５事業活動のマテリアルバランス
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐３環境会計情報
MP‐４環境に配慮した投融資の状況
MP‐５サプライチェーンマネジメント等の状況
MP‐７環境に配慮した新技術、DfE 等の研究開発の状

況
MP‐９生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用

の状況
MP‐１１環境に関する社会貢献活動の状況
［４］環境配慮と経営との関連状況
［５］社会的取組の状況

環境報告ガイドライン等との対照表 環
境
報
告
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
と
の
対
照
表
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長崎大学の環境科学部横の池で撮影された環境省のレッドデータブックカテゴ

リーでは絶滅危惧�類（VU）に属すベニイトトンボ
撮影者は工学部機械システム工学科４年生、今道統也さんです。大変苦労されて

撮影されました。


